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Foreign Banks 
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Ordinance of the Swiss Financial Market 
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に関する連邦金融市場監
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Federal Act on the Swiss National Bank, 
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スイス国立銀行に係る連
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PA Postal Services Act 郵便業務法 
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スイス・ユーロ・クリアリ
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第 1 章 市場環境の特徴 

 

図表 1：スイスの概要 

分類 項目   

一般事情 

面積 4.1 万平方キロメートル 

 

人口 854 万人（2018 年、IMF 推計） 

首都 ベルン 

民族 主としてゲルマン民族（外国人約 25％） 

言語 
ドイツ語（63％）、フランス語（23％）、 

イタリア語（8％）、ロマンシュ語（0.5％） 

宗教 

カトリック約 38％、プロテスタント約

26％、その他キリスト教 5％、イスラム教

5％ 

在留邦人数 10,614 人（2016 年 10 月） 

政治体制・内

政 

政体 連邦共和制。26 の州（カントン）により構成される 

元首 アラン・ベルセ大統領（2018 年 1 月就任、任期 1 年） 

議会 二院制 上院（全州議会）46 議席、下院（国民議会）200 議席 

首相 － 

経済 

主要産業 機械・機器、金融、食品、製薬、観光、農業 

GDP 7,417 億ドル（2018 年、IMF 推計） 

1人あたりGDP 86,835 ドル（2018 年、IMF 推計） 

実質 GDP 成長

率 
2.3%（2018 年、IMF 推計） 

通貨 
スイスフラン。1 ドル＝0.99 スイスフラン、1 スイスフラン＝110.84 円 
(2018/6/30) 

図表 2: スイスの主要経済指標 

 

（出所）IMF "World Economic Outlook April 2018"を基に作成 

単位 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

人口 万人 751 759 770 779 787 796 804 814 824 833 842 854

名目GDP 億ドル 4,802 5,538 5,417 5,832 6,996 6,679 6,887 7,093 6,792 6,687 6,786 7,417

１人あたりGDP(名目) ドル 63,950 72,931 70,331 74,907 88,899 83,955 85,665 87,133 82,448 80,311 80,591 86,835

実質GDP成長率 ％ 4.1 2.1 -2.2 2.9 1.8 1.0 1.9 2.5 1.2 1.4 1.1 2.3

消費者物価上昇率 ％ 0.7 2.4 -0.5 0.7 0.2 -0.7 -0.2 -0.0 -1.1 -0.4 0.5 0.7

経常収支 GDP比％ 10.1 2.4 7.4 14.8 7.9 10.3 11.3 8.5 10.9 9.4 9.3 9.7

財政収支 GDP比％ 1.6 1.9 0.5 0.4 0.7 0.4 -0.4 -0.2 0.6 0.1 0.0 0.4

政府債務 GDP比％ 46.5 46.8 45.2 44.0 44.1 44.7 43.8 43.7 43.6 43.3 42.8 41.9
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第 2 章 金融制度概要 

スイスの銀行に対する主な根拠法は、「スイス連邦銀行法」（Swiss Federal Act on 

Banks and Savings Banks, Banking Act, BA）及び同法施行規則の「銀行規則」

（Ordinance on Banks and Savings Banks, Banking Ordinance, BO）である。 

BO において銀行は「第三者から預金を公に集め、それを活用して不特定多数の個人

や企業等の資金調達に資する機関1」と定められている。また、銀行が業務活動を行う

にあたっては、BAに基づき、規制当局の連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market 

Supervisory Authority, FINMA）から免許を取得する必要がある2。 

BA は全てのスイス国内の銀行と多くの金融会社に適用される。同法は、顧客の口座

情報の不当な利用を行った職員に対する罰金や刑事罰等をも規定している。 

 

1. 金融機関の種類 

スイスの銀行制度は、全ての銀行が証券や保険を含むあらゆる金融サービスを提供

できるというユニバーサルバンキングのコンセプトに基づいており、業態別の制度や

規制はほとんどないが、実際には、独自の営業地域や提供商品といった各銀行のビジ

ネスモデルの相違から、以下の 8 業態に分けられる。 

①大銀行（big banks） 

②州立銀行（cantonal banks） 

③地域・貯蓄銀行（regional banks and savings banks） 

④ライファイゼンバンク（Raiffeisen banks） 

⑤プライベート・バンク（private bankers） 

⑥外国銀行・外国銀行支店（foreign-controlled banks, branches of foreign banks） 

⑦ストック・エクスチェンジ・バンク(stock exchange bank) 

⑧その他の銀行3 

銀行全体の中で、総資産の 48.2％は大銀行が占め、預金残高では州立銀行と大銀行

が 59.5％を占め、店舗数ではライファイゼンバンク・グループが 30.6％を占める（図

表 3）、(2017 年 12 月末)。 

郵便貯金のポストフィナンス（PostFinance）は、国営企業のスイスポスト（Swiss Post）

の一部門であったが、2013 年 6 月 26 日に、内閣による「2010 年郵政組織法（Post 

Organisation Act, POA）」の実施決定を受けて、スイスポスト（Swiss Post）の経営形

態が、スイス連邦の所有する株式会社の「スイスポスト（Swiss Post Ltd.）」へ変更さ

れた。同時に、ポストフィナンスもスイスポストが所有する株式会社のポストフィナ

ンス（PostFinance Ltd.）となり、連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market 

                                                   
1 銀行規則第 2 条 a, b。なお、本報告書におけるスイス国内法の条文は、特に断りのない場合 KPMG スイス
（https://home.kpmg.com/ch/en/home.html）の発表する非公式の英訳に準拠する。 
2 連邦銀行法第 3 条第 1 項。 
3 2014 年までは、銀行免許を持ち証券取引・資産管理を行う運用会社（Stock exchange banks）、その他の銀行機関（Other 
banking institutions）を「その他の銀行」として同一グループに分類していたが、2015 年二つに分けられた。 
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Supervisory Authority, FINMA）から銀行免許を取得し、FINMA の規制対象となった4,5。 

ポストフィナンスは銀行の分類上は「その他の銀行」の業態に含まれ、総資産で銀

行全体の 3.7％、預金残高で同 6.3%を占める、(2017 年 12 月末)。なお、2013 年度か

らポストフィナンスのデータは、スイス国立銀行（Swiss National Bank, SNB）等の銀

行統計に分類されるようになった。なお、ポストファイナンスは 2016 年 5 月スイス銀

行協会に加盟が認められた。 

図表 3：スイスの銀行の業態分類（2017 年 12 月末） 

 
（注） 

＊外国銀行規則：「スイスにおける外国銀行に関する連邦金融市場監督機構規則」（Ordinance of the Swiss Financial Market Authority on 

Foreign Banks in Switzerland, Foreign Banks Ordinance, FBO-FINMA） 

・2015 年度より FINMA による改訂銀行会計基準（accounting rules for banks）が適用されたため、総資産と預金残高について 2014 年度

までの計数と連続性が失われている 

・ライファイゼンバンクの本店数・支店数は、上段が中央機関、下段が個別行の数を示す。 

・ポストフィナンスを除く銀行の店舗には、支店のほか、出張所（representative offices）、登記上の事務所（registered offices）も含ま

                                                   
4 連邦金融市場監督機構 (FINMA) ウェブサイト、http://www.finma.ch 
5 ポストフィナンスプレスリリース、ñSwiss Post to become a public limited company, PostFinance Ltd granted a banking 
licenseò 

https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/swiss-post-to-become-a-public-limited-compan
y-postfinance-ltd-granted-a-banking-licence.html(2013 年 6 月 25 日) 

( CHF) ( CHF)

(下段構成比) (下段構成比)

1,566.4 718.4

48.2% 40.2%

575.3 345.4

17.7% 19.3%

118.1 79.1

3.6% 4.4%

225.3 161.0

6.9% 9.0%

6.2 5.0

0.2% 0.3%

231.3 137.5

7.1% 7.7%

93.3 10.8

2.9% 0.6%

224.0 157.4

6.9% 8.8%

209.5 173.4

6.4% 9.7%

121.6 113.3

3.7% 6.3%

3,249.4 1,788.1

100% 100%

Cantonal Banks

(24) (617)

連邦銀行法

銀行規則
各州法

⅜ ≤ ─1/3 ╩ ≈⁹ ↄ─ │ ⅜ ⁸
⅜№╢ ⁹ ≥─ │ ─ ╩ ⁹ ⌐ ⁸ ⌐ ╖

Big Banks

(5) (456)

連邦銀行法
銀行規則

連邦銀行法
銀行規則

連邦銀行法
銀行規則

連邦銀行法
銀行規則

⌐ ╩ ⌐ ⇔√ ꜚ♬Ᵽכ◘ꜟⱣfi◒⁹ ─ │ ≤
fi≢№╢⁹כ꜡ ─ ╩ⱪכꜟ◓│ ⇔⁸Ᵽ♇◒○ⱨ▫☻╛ⱴכ◔♥▫fi◓

╩ ⇔≡ ╩ ⁹ │ ─ ⱪכꜟ◓ ◒꜠♦▫☻▬☻ ⌐ ↕╣⁸
≤⇔≡

⌐ ∆╢ ⱪ⁹כꜟ◓ ─ ─ ╩ ╘≈≈⁸
╙ ™⁹ ⁸ ╩ ─ ≤  ─√╘⌐ ⌐ ⇔≡™

╢⁹UBS⅜2015 ⌐⁸Credit Suisse⅜2016 ⌐ ₁ ╩ ⇔√↓≤ ≢ ⅜5≤

⌂∫√(√∞⇔UBS AG│♅ꜙכꜞⱥהⱣי2ִ─ꜟ♀כ ≢ )

─ ─ ┘∕─ ─ ⁹ ↑─ ⁸
⁸ ⌐ ⇔√ ╛ הfiכ꜡─↑ ⌐ ⇔√ⱡfiⱣfi◒ ⅜ ╕

╣╢

連邦銀行法 銀
行規則

│⁸₈∕─ ─ ₉⌐ ╕╣╢⁹ ⁸ ╛ ⅜ ⱦ☻⁹כ◘⌂ ⅜ ⅎ⌂
™√╘⁸ ╩ ∂√ fiכ꜡ ╩ ⁹ 26  ⁸24 ⌐ ╩ ⇔≡™╢

18 ⅛╠ ∆╢⁸☻▬☻ ─ ─ ≈⁹ ─ ≢⌂™ │⁸

┼─ ╛ ─ ⁸ ╩ ∆╢ │⌂ ™⁹ ─√╘─ ⌐
⇔√ ─╒⅛⁸ ╩ ╘⌂↑╣┌⁸ ─ ≢│⌂™ ╙

╕╣╢

ה

Branches  of foreign banks

(23) (NA)

Stock Exchange Banks

(43)(NA)

連邦銀行法
銀行規則

銀行免許を持ち証券取引・資産管理を行なう運用会社。2015年からその他の銀行から分けられた

254

2,683

ה

Regional banks and savings

banks

(62) (298)

ꜝ▬ⱨ□▬♀fiⱣfi◒
Raiffeisen banks

  (1)(16)

  (255)(628)

≢ ⌐ ⇔√ ⅜ ≤⇔≡ ⱪ⁹ Raiffeis enכꜟ◓√⇔

Switzerland  Cooperative ⅜ ⁸ꜞ☻◒ ⁸ ⁸ ⁸ ─ ≤⇔
≡

ⱪꜝ▬ⱬה♩כⱣfi◒
Private bankers

(6) (NA)

Foreign-controlled banks

(76) (NA)

連邦銀行法

銀行規則
外国銀行規則

*

─√╘─ ╛ ╩ ℮ ⅜ ∆╢ ⁹ ─ │ ⇔
√ ≢│⌂ↄ⁸ ─ ─ ≤ ⌂↕╣≡™╢

∕─ ─
Other banking institutions

(14) (NA)

ₒ ₓ∕─ ─  ⱳ

☻♩ⱨ▫♫fi☻

PostFinance

(1) (100)

連邦銀行法
銀行規則
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れる。 

・ポストフィナンスを除く銀行の預金残高は ñAmounts due in respect of customer depositsòの国内・海外の計数、ポストフィナンスの預

金残高は、貸借対照表の ñAmounts due in respect of customer depositsò（上記改訂銀行会計基準に準拠）の計数 

・支店数 NA の箇所は Banks in Switzerland 2017 では未公表 

（出所）スイス国立銀行 ñBanks in Switzerland 2017、ポストフィナンス ñAnnual Report 2017ò、ライファイゼンバンク・グループ ñKey 

Figuresòをもとに作成ò 

 

2017 年 12 月末の銀行総資産は 3 兆 2,494 億スイスフランで、前年から 1,481 億スイ

スフラン（4.8％）増加した。業態別にみると、大銀行（前年比 1,116 億スイスフラン

増）、州立銀行（同 221 億スイスフラン増）、ライファイゼンバンク（同 100 億スイ

スフラン増）、地域・貯蓄銀行（同 20 億スイスフラン増）等で資産が増加した一方で、

Stock Exchange Banks（同 23 億スイスフラン減）等で資産が減少した。 

資産サイドでは国内住宅ローンが、前年から 253 億スイスフラン（2.7％）増加し 9,747

億スイスフランとなった。州立銀行が増加分の半分以上を占め 132 兆（3.8%）増とな

った。一方負債サイドでは顧客預金が 171 億スイスフラン（1.0％）増加し 1 兆 7,881

億スイスフランとなった。業態別には、大銀行が 117 億スイスフラン（1.7%）増、州

立銀行が 106 億スイスフラン（3.2%）増となった反面、外国銀行・外銀支店が 145 億

スイスフラン（8.9%）、Stock Exchange Banks が 52 億スイスフラン（3.2%）と減少

した。 

 

図表 4：銀行数の推移 

 
 

（出所）スイス国立銀行ñBanks in Switzerland 2017òをもとに作成 
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図表 5：銀行店舗数（スイス国内）の推移 

 
（注）店舗には支店のほか、出張所（representative offices）、登記上の事務所（registered offices）も含まれる。外国銀行・外国支店は

その他に含まれる。 

（出所）スイス国立銀行ñBanks in Switzerland 2017òをもとに作成 

 

(1)  大銀行（big banks） 

大銀行に該当するのは、UBS グループに属する UBS Inc 及び UBS スイス（UBS 

Switzerland AG）並びにクレディ・スイス・グループに属する Credit Suisse AG 及び

Credit Suisse(Switzerland)Ltd.の 5 行である。従前、大銀行は UBS AG とクレディ・ス

イスの 2 行であったが（UBS がチューリヒとバーゼルの 2 拠点で登録のため 3 行）、

2014 年に UBS グループが、2016 年にクレディ・スイス・グループが各々国内業務の

分社化、組織構造の変更を行ったことで、現在は 2 行増えて 5 行となっている。 

UBS グループとクレディ・スイスのいずれも投資銀行業務を中心とした国際金融に

強みがありながらも、近年はグローバルウェルスマネジメントに軸足を置いており、

50 ヵ国以上に展開している。また、ホームマーケットであるスイス国内のユニバーサ

ルバンキングにも力を入れている。UBS グループの総資産は、9,156 億スイスフラン、

クレディ・スイスグループの総資産は 7,963 億スイスフランとなっている（2017 年 12

月末）6。 

UBS グループは、民間銀行や貯蓄銀行等、国内 300 以上の金融機関の吸収合併を経

て形成された。その中核は 1862 年に設立された民間銀行のヴィンタートゥール銀行

（Bank in Winterthur）で、同行が 1912年にトッゲンブルガー銀行（Toggenburger Bank）

と統合して設立されたスイスユニオン銀行（Union Bank of Switzerland）が現在の UBS

の名称に引き継がれている。1998 年、バーゼルを本拠地として活動した大手銀行のス

イス・バンク・コーポレーション（Swiss Bank Corporation）と合併し、UBS AG が成

立した7。2014 年 12 月に持株会社の UBS グループ AG（UBS Group AG）を設置し、

更に 2015年に資本の健全性強化の観点から国内部門を担当する UBS スイスを分社化

                                                   
6 UBS Group AG, Credit Suisse Group AG 各々アニュアルレポート 2017 
7 UBS ñ150 years of banking traditionò 
https://www.ubs.com/global/en/about_ubs/about_us/history.html 
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した。現在の UBS グループは、グループ持株会社の UBS Group AG、国際部門、投資

銀行業務等を担当するUBS AG、スイス国内のリテール及びコーポレートバンキング、

ウェルスマネジメント業務等を担当する UBS スイス及びその他のグループ子会社、関

連会社から構成される。 

クレディ・スイスは 1856 年、国内鉄道路線拡大に対する資金需要を満たすため、政

治家アルフレッド・エッシャー（Alfred Escher）を中心に産官共同で設立された銀行

「Schweizerische Kreditanstalt」を前身とする。1870 年に初の海外拠点をニューヨー

クに開設した。1989 年に設立した持株会社の CS ホールディングス（CS Holdings）を

1997 年にクレディ・スイス・グループと改称し、傘下にクレディ・スイス及び海外業

務を担当するクレディ・スイス・ファースト・ボストン（Credit Suisse First Boston）

を置いた。2005 年に「One Bank」戦略のもと両社を統合した8。2016 年 11 月 20 日に

は、スイス国内顧客向け Swiss Universal Bank の大部分と販売・貿易サービスを担当

する STS Trading の一部を Credit Suisse (Switzerland) Ltd.に譲渡し、分社化した。9 

 

図表 6：スイスの総資産上位 20 行（2017 年 12 月末） 

 
（出所）スイス国立銀行ñBanks in Switzerland 2017òをもとに作成。 

 

 

 

(2) 州立銀行（cantonal banks） 

州立銀行は、州政府が株式を発行し設立した銀行で、運営の全て又は大部分を州が

担う公立銀行である。連邦銀行法（Swiss Federal Act on Banks and Savings Banks, 

                                                   
8 Credit Suisse ñOur Company - Historyò  

https://www.credit-suisse.com/lu/en/about-us/our-company/history.html 
9 Credi Suisse Annual report 2016 

順位
総資産

（十億CHF）
シェア
（%）

1 Credit Suisse AG 1856 大銀行 チューリヒ Zürich 576.2 17.73%

2 UBS AG 1998 大銀行
チューリヒ・バーゼ
ル

Zürich, Basel 477.0 14.68%

3 UBS Switzerland  AG 2015 大銀行 チューリヒ Zürich 290.3 8.93%

4 Raiffeisen-Gruppe exkl. Notenstein Privatbank  AG 1902 ライファイゼンバンク ザンクトガーレン St. Gallen 225.3 6.93%

5 Credit Suisse (Schweiz) AG 2016 大銀行 チューリヒ Zürich 222.9 6.86%

6 Zürcher Kantonalbank 1870 州立銀行 チューリヒ Zürich 162.7 5.01%

7 PostFinance  AG 2013 その他の銀行 ベルン Bern 121.6 3.74%

8 Bank Julius Bär & Co. AG 1890 ストック・エクスチェンジ・バンクチューリヒ Zürich 89.4 2.75%

9 Banque Cantonale Vaudoise 1845 州立銀行 ローザンヌ Lausanne 44.6 1.37%

10 Migros Bank AG 1958 その他の銀行 チューリヒ Zürich 43.3 1.33%

11 Luzerner Kantonalbank  AG 1850 州立銀行 ルツェルン Luzern 35.9 1.10%

12 St.Galler Kantonalbank  AG 1868 州立銀行 ザンクトガーレン St. Gallen 32.5 1.00%

13 UNION BANCAIRE  PRIVEE, UBP SA 1960 ストック・エクスチェンジ・バンクジュネーブ Genève 31.9 0.98%

14 EFG Bank AG 1969 外国銀行 ⱥꜞכꜙ♅ Zürich 30.2 0.93%

15 Berner Kantonalbank  AG 1834 州立銀行 ベルン Bern 29.3 0.90%

16 Banque Pictet & Cie SA 1997 ストック・エクスチェンジ・バンクカルージュ Carouge GE 29.1 0.89%

17 Aargauische  Kantonalbank 1913 州立銀行 アーラウ Aarau 27.0 0.83%

18 Valiant Bank AG 1997 地域・貯蓄銀行 ベルン Bern 26.4 0.81%

19 Graubündner Kantonalbank 1870 州立銀行 クール Chur 25.5 0.78%

20 Basellandschaftliche Kantonalbank 1864 州立銀行 リースタル Liestal 24.2 0.75%

704.2 21.67%

3,249.4 100.00%

（その他）

合計
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Banking Act, BA）に基づき、州立銀行は州が議決権の 3 分の 1 以上を保有しなければ

ならない10。同銀行は州の経済発展と安定を目的とし、各州法に基づき設立される。例

えば、州立銀行最大手のチューリヒ州立銀行（Zürcher Kantonalbank, ZKB）は 1997

年のチューリヒ州立銀行法（Law on Zürcher Kantonalbank）を根拠法とする公法上の

機関（public-law institution）である11。 

従前は、スイスの全 26 州12にそれぞれの州立銀行が本拠地を置いていたが、現在、

ソロトゥルン州（Solothurn）とアッペンツェル・アウサーローデン州（Appenzell 

Ausserrhoden）を除く 24 の州に 24 の銀行が本拠地を置いている（2016 年 12 月末）。

州立銀行の多くは自州に重点を置いて営業を行っているが、他州や国外に進出してい

る例もある（海外拠点を有するのはボー州立銀行（Banque Cantonale Vaudoise）とザ

ンクト・ガレン州立銀行（St.Galler Kantonalbank AG）の 2 行のみ）。現在は 26 州の

全てにいずれかの州立銀行が店舗を構えている。 

州立銀行は、全ての銀行業務を取り扱うことができるが、特に貯蓄と住宅ローンの

分野に強い。また、大手の州立銀行では、国内の顧客を対象とした資産運用が貯蓄や

住宅ローンと並んで重要な事業になっている。 

全州立銀行の総資産は 5,953 億スイスフランである（図表 8）。各行の資産規模に

は大きな差があり、小規模の州立銀行は 30 億スイスフラン程度である一方、大手のチ

ューリヒ州立銀行（ZKB） の総資産は 1,639 億スイスフランに上る（2017 年 12 月末）。 

図表 7：スイス連邦地図（26 州） 

 
（出所）白地図専門店『白地図、世界地図、日本地図が無料』 

州立銀行の団体として 1907 年に創設されたスイス州立銀行協会（Association of 

Swiss Cantonal Banks, ASCB）があり、州立銀行協会加盟銀行はお互いに公共債や輸出

金融の引受シンジケート、顧客支援サービス提供のための IT システムの共同開発・利

                                                   
10 連邦銀行法第 3 条 a。 
11 ZKB ñAnnual Report for the 2017 financial yearò 
12 準州 6 を含む。 
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用等、多岐にわたる協力関係を築いている。 

従前は州が州立銀行に保証を付していたが、1999 年 10 月の BA 改正を契機に、州

政府の中には保証を取り止めるところも出てきている。具体的には、ZKB とボー州立

銀行（Banque Cantonale Vaudoise）には州保証の一部が無くなり、ベルン州立銀行

（Berner Kantonalbank AG）は 2012 年をもってベルン州の保証が無くなっている13。 

現在 24 行中、21 の州立銀行が州保証を受けているが、州保証の必要性を問う背景

には、州政府は信用力の高い安定株主となるので、リスクの高い事業へ進出したり、

州立銀行の本来業務ではない国外での外国人向け資産管理サービスへ拡大したりする

等、州立銀行の経営者意識が低下することが挙げられている。 

  

                                                   
13 スイス国立銀行（SNB） ñNotes  Banksò https://data.snb.ch/en/topics/banken#!/doc/explanations_banken#definitions 
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図表 8：州立銀行の総資産ランキング（2017 年 12 月末） 

 
（注）総資産の「合計」は州立銀行以外を含む全銀行の計数 

（出所）スイス国立銀行及びスイス州立銀行協会ウェブサイトをもとに作成。州立銀行の総資産の合計額はスイス国立銀行発表(575.3)と

は異なっている。 

 

(3) 地域・貯蓄銀行（Regional banks and savings banks） 

地域・貯蓄銀行は、ベルンに 1787 年に創設された最初の貯蓄銀行 

「Dienstenzinscassa」を起源として、19 世紀初頭の工業化と貨幣経済の進展を背景に

職工や労働者の貯蓄手段として発展した。当初は専ら都市部で活動し、設立地域も工

業化の進んだベルン、チューリヒ等が多かったが、1816 年から地方部、特にプロテス

タントの多い地域に広がり始めた。当時の設立・運営主体は慈善団体や地方自治体が

多く、営業地域は小規模なコミュニティ内に限られていた。 

第二次大戦後は建設ブームにより住宅ローン事業に参入したが、1990 年代初頭の住

宅バブル崩壊により、住宅ローン事業に注力していた地域・貯蓄銀行は大きな影響を

受けた。1990年から 95年にかけてスイスの銀行数は 625行から 413行に激減したが、

No
総資産

（十億CHF）
シェア

1 Zürcher Kantonalbank 1870 チューリヒ Zürich 163.9 5.1%

2 Banque Cantonale Vaudoise 1845 ローザンヌ Lausanne 45.4 1.4%

3 Basler Kantonalbank 1899 バーゼル Basel 40.8 1.3%

4 Luzerner Kantonalbank AG 1850 ルツェルン  Luzern 35.9 1.1%

5 St.Galler Kantonalbank AG 1868 ザンクト・ガレン St. Gallen 32.6 1.0%

6 Berner Kantonalbank AG 1834 ベルン Bern 29.3 0.9%

7 Aargauische Kantonalbank 1913  アーラウ Aarau 27.0 0.8%

8 Graubündner Kantonalbank 1870 クール Chur 25.6 0.8%

9 Basellandschaftliche Kantonalbank 1864 リースタル Liestal 24.2 0.7%

10 Thurgauer Kantonalbank 1871 ヴァインフェルデンWeinfelden 22.3 0.7%

11 Banque Cantonale de Fribourg 1892 フリブール Fribourg 22.0 0.7%

12 Banque Cantonale de Genève 1816 ジュネーブ Genève 22.7 0.7%

13 Schwyzer Kantonalbank 1890 シュヴィーツ Schwyz 17.6 0.5%

14 Banque Cantonale du Valais 1917 シオン Sion 15.6 0.5%

15 Zuger Kantonalbank 1892 ツーク Zug 14.6 0.5%

16 Banca dello Stato del Cantone Ticino 1915 ベッリンツォーナ Bellinzona 13.5 0.4%

17 Banque cantonale neuchâteloise 1883 ヌーシャテル Neuchâtel 10.7 0.3%

18 Schaffhauser Kantonalbank 1883 シャフハウゼン Schaffhausen 7.4 0.2%

19 Glarner Kantonalbank 1884 グラールス Glarus 5.6 0.2%

20 Nidwaldner Kantonalbank 1879 シュタンス Stans 4.7 0.1%

21 Obwaldner Kantonalbank 1886 ザルネン Sarnen 4.5 0.1%

22 Appenzeller Kantonalbank 1899 アッペンツェル Appenzell 3.2 0.1%

23 Urner Kantonalbank 1915 アルトドルフ Altdorf UR 3.2 0.1%

24 Banque Cantonale du Jura SA 1979 ポラントリュイ Porrentruy 3.0 0.1%

州立銀行合計 595.3 18.3%

合計 3,249.4 100.0%
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この減少分の多くが地域・貯蓄銀行であったとされる。これを契機として、1994 年に

98 行の地域・貯蓄銀行によりバックオフィス業務支援等を行う地域銀行協会

（RBA-Holding）が設立された14。現在では Valiant Bank 等いくつかの地域・貯蓄銀

行が RBA-Holding の株式を保有している。RBA-Holding はバックオフィス業務支援

以外に、規制当局との交渉時に各行の意見を集約する役割も担っている。2018 年 1 月

より RBA-Holding から Entris Holding へと名称が変更された15。 

地域・貯蓄銀行は、小規模な州立銀行と同様にリテール銀行業務に注力している。

具体的には、預金者からの預金、投資により資金を集め、住宅ローン、企業向け貸付

等の融資を行っている。州立銀行との違いとして、州立銀行は州による株式保有比率

が高いこと、及び州立銀行は原則として本拠州外に事業展開できないのに対し、地域・

貯蓄銀行は民間銀行で上場も可能であること、営業地域の規制がないことが挙げられ

る16。 

地域・貯蓄銀行数は 1990 年代以降も減少が続いており、銀行セクターにおける存在

感は低下傾向にある。地域・貯蓄銀行数は 1996 年 12 月末の 119 行から 62 行にまで、

約 20 年間で半減した。 

地域・貯蓄銀行の中で大手行と位置づけられるのは、総資産 264 億スイスフランの

Valiant Bank AG（国内銀行 18 位）と、231 億スイスフランの Neue Aargauer Bank AG

（同 23位）の 2行である。大手 2行のそれぞれの総資産は 3位のBaloise Bank SoBa AG

の総資産の 3 倍以上の規模となっている（2017 年 12 月末）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
14 1971 年に前身となる組織 ñVerband Schweizer Regionalbankenò（Association of Swiss Regional Banks）が設立されていた。 

出所：regioanlbanken.ch ñGeschichte der Regionalbankenò  
15 https://www.entris-holding.ch/（2018 年 7 月 9 日閲覧） 
16 2016 年 11 月の Valiant Bank へのヒアリングに基づく。 

https://www.entris-holding.ch/（2018年7月9
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図表 9：地域・貯蓄銀行の総資産ランキング①（2017 年 12 月末） 

 
（出所）スイス国立銀行 ñBanks in Switzerland 2017òをもとに作成 

 

 

 

 

地域・貯蓄銀行の資産運用に関する特定の連邦規則はないが、多くの地方政府は自

地方に拠点を持つ銀行に対しては、預金残高の 80%を住宅ローン又は政府証券で運用

することを要求している。また、自地方内の中小企業への融資を積極的に行うことが

求められている。 

 

 

図表 10：地域・貯蓄銀行の総資産ランキング②（2017 年 12 月末） 

No
総資産
（百万CHF）

1 Valiant Bank AG 1997 ベルン Bern 26,436.0

2 Neue Aargauer Bank AG 1849 アーラウ Aarau 23,076.2

3 Baloise Bank SoBa AG 1994 ソロトゥルン Solothurn 7,519.5

4 Hypothekarbank Lenzburg AG 1868 レンツブルク Lenzburg 5,039.8

5 acrevis Bank AG 2002 ザンクト・ガレン St. Gallen 4,344.2

6 AEK BANK 1826 Genossenschaft 1826 トゥーン Thun 4,129.3

7 Clientis Zürcher Regionalbank Genossenschaft 1828 ヴェッツィコーン Wetzikon ZH 3,928.2

8 Regiobank Solothurn AG 1819 ソロトゥルン Solothurn 2,696.6

9 Alpha RHEINTAL Bank AG 1868 アウ Au SG 2,158.6

10 Sparkasse Schwyz AG 1812 シュビーツ Schwyz 1,840.9

11 Bernerland Bank AG 1859 ズミスバルト Sumiswald 1,584.0

12 Spar- und Leihkasse Frutigen AG 1837 フルティゲン Frutigen 1,520.2

13 Bank SLM AG 1870 ミュンジング Münsingen 1,496.0

14 Bank EEK AG 1821 ベルン Bern 1,433.2

15 Bank Oberaargau AG 1876 フットビール Huttwil 1,402.8

16 Sparcassa 1816 Genossenschaft 1816 バーデンスビル Wädenswil 1,361.1

17 Bezirks-Sparkasse Dielsdorf Genossenschaft 1837 ディールスドルフ Dielsdorf 1,302.8

18 SB Saanen Bank AG 1874 ザーネン Saanen 1,283.8

19 BS Bank Schaffhausen AG 1998 ハラウ Hallau 1,211.6

20 Bank EKI Genossenschaft 1852 インターラーケン Interlaken 1,120.6

21 Bank Thalwil Genossenschaft 1841 タールビル Thalwil 1,106.4

22 BANK ZIMMERBERG AG 1820 ホルゲン Horgen 1,086.7

23 Burgergemeinde Bern, DC Bank Deposito-Cassa der Stadt Bern 1825 ベルン Bern 1,007.9

24 Bank BSU Genossenschaft 1836 ウスター Uster 992.5

25 Triba Partner Bank AG 1900 トリーンゲン Triengen 987.0

26 Clientis EB Entlebucher Bank AG 1994 シュップフハイム Schüpfheim 944.0

27 Biene Bank im Rheintal Genossenschaft 1879 アルトシュタッテン Altstätten 915.4

28 Lienhardt & Partner Privatbank Zürich AG 1868 ⱥꜞכꜙ♅ Zürich 897.5

29 Ersparniskasse Schaffhausen AG 1817 シャフハウゼン Schaffhausen 841.1

30 Clientis Bank Toggenburg AG 1911 キルヒベルク Kirchberg SG 811.0
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（出所）スイス国立銀行ñBanks in Switzerland 2017òをもとに作成 

No
総資産
（百万CHF）

31 Zürcher Landbank AG 1851 エルック Elgg 795.0

32 Bank Gantrisch Genossenschaft 1825 シュバルツェンブルク Schwarzenburg 729.1

33 Bank Leerau Genossenschaft 1836 キルヒレーラウ Kirchleerau 672.2

34 Caisse d'Epargne CEC SA 1829 クルトラリー Courtelary 668.9

35 Clientis Bank Küttigen-Erlinsbach AG 1834 キュッティゲン Küttigen 627.2

36 Spar- und Leihkasse Bucheggberg AG 1850
リュータースビル＝ゲリビ
ル

Lüterswil-Gächliwil 597.1

37 Bank Sparhafen Zürich AG 1850 チューリヒ Zürich 580.0

38 GRB Glarner Regionalbank Genossenschaft 1857 グラールス・スート  Glarus Süd 578.5

39 Caisse d'Epargne Riviera, société coopérative 1814 ブベイ  Vevey 567.8

40 BBO Bank Brienz Oberhasli AG 1851 ブリエンツ Brienz BE 566.0

41 Clientis Bank Oberuzwil AG 1874 オーバーウツビル Oberuzwil 523.0

42 Spar- und Leihkasse Thayngen AG 1895 タインゲン Thayngen 521.3

43 Spar+Leihkasse Riggisberg AG 1903 リクギスベルク Riggisberg 518.3

44 Clientis Sparkasse Oftringen Genossenschaft 1829 オフトリンゲン Oftringen 472.0

45 Caisse d'Epargne de Nyon société coopérative 1828 ニヨン  Nyon 431.8

46 Leihkasse Stammheim AG 1863 オーバーシュタンムハイムOberstammheim 402.9

47 SPAR + LEIHKASSE GÜRBETAL AG 1926 ミューレツルネン Mühlethurnen 401.8

48 Caisse d'Epargne de Cossonay société coopérative 1833 ◖♁Ⱡ Cossonay 397.9

49 Sparkasse Sense 1863 ターファース Tafers 388.0

50 Regiobank Männedorf AG 1903 ⱷfiⱠ♪ꜟⱨ Männedorf 372.4

51 Caisse d'Epargne d'Aubonne société coopérative 1837 オボンヌ Aubonne 370.2

52 Clientis Bank Thur Genossenschaft 1889 エーブナート=カッペル Ebnat-Kappel 367.7

53 Ersparniskasse Rüeggisberg Genossenschaft 1835 リュエッギスベルク Rüeggisberg 329.7

54 Clientis Bank im Thal AG 1885 バルシュタール Balsthal 319.7

55 Burgerliche Ersparniskasse Bern, Genossenschaft 1820 ベルン Bern 317.3

56 Bank in Zuzwil AG 1904 ♠♠ⱦꜟ Zuzwil SG 266.7

57 Ersparniskasse Affoltern i.E. AG 1873
アフォルターン・イム・エメン
タール

Affoltern im Emmental 266.5

58 Spar- und Leihkasse Wynigen AG 1929 ビニゲン Wynigen 225.3

59 CREDIT MUTUEL DE LA VALLEE SA 1865 ル・シュニ Le Chenit 184.2

60
Caisse d'Epargne et de Crédit Mutuel  de Chermignon société coop

érative
1939 クラン＝モンタナ Crans-Montana 94.5

61 Ersparniskasse Speicher 1819 シュパイヒャー Speicher 77.2

62 Spar- und Leihkasse Leuk und Umgebung Genossenschaft 1929 ロイク Leuk 25.6

地域・貯蓄銀行合計 118,130.7
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地域銀行協会（Entris Holding）には、全 62 行のうち、Valiant Bank 等など株式を

保有する地域・貯蓄銀行を含め、35 行が加盟している。地域銀行協会は傘下の加盟銀

行に対して各行の顧客預かり資産の分別管理、決済業務、IT サービス等のバックオフ

ィス業務を提供する「Entris バンキング(Entris banking)」を組織し、協会加盟の多く

の地域・貯蓄銀行が業務を委託している。加盟銀行の中での最大の資産を有するのが

Valiant Bank グループであり、Clientis 銀行グループがこれに次ぐ。Clientis グループ

は、15 の Clientis 銀行を擁し、これらの銀行では、契約によるグループ（contracutual 

group）を組成し、銀行間の相互の活動を調整している17。 

地域銀行協会に加盟していないその他の 27 行には、地域・貯蓄銀行総資産の上位 5

行のうち Valiant Bank を除く 4 行が含まれる。但し、これら規模の大きな銀行は他の

銀行グループにより買収されている場合がある。例えば地域・貯蓄銀行で総資産第 2

位の Neue Aargauer Bank はクレディ・スイスの子会社である。また同第 3 位の Baloise 

Bank SoBa AG はソロトゥルン州立銀行（Solothurner Kantonalbank）を前身とするが、

同州立銀行はスイス内外で保険・年金・銀行サービス等を提供する金融グループ18の

Baloise ホールディングスに買収され、現在は Baloise Bank SoBa AG として同グルー

プの傘下で地域・貯蓄銀行の業務を行っている19。 

 

(4) ライファイゼンバンク（Raiffeisen banks） 

ライファイゼンバンク（Raiffeisen banks）は、信用協同組合（credit cooperatives）

の形態をとる銀行である。個別の信用協同組合銀行が、ライファイゼン・グループ

（Raiffeisen Group, Raiffeisen-Gruppe）を構成し、総資産は 2,253 億スイスフラン

（2017 年 12 月末）と、2 大銀行グループに続く第 4 位の銀行グループである。 

国内に 255 の個別ライファイゼンバンク20があり、出資者である地域内の組合員

（189 万 126 人）とそれ以外の顧客に対して 628 の支店、11,158 人の職員で金融サー

ビスを提供している（2017 年 12 月末）21。なお、融資を受けられるのは組合員のみで

ある。ライファイゼンバンクの意思決定においては、組合員による一人一票制の総会

（general assembly）が重視され、グループ全体では年間で 300 回程度の総会が開か

れ、合計で 30 万人が出席する22。 

同グループの中央機関である「スイス・ライファイゼン・コーペラティブ」（Raiffeisen 

Switzerland Cooperative：以下、ライファイゼン・スイス）は、ライファイゼンバン

ク全体の運営・戦略を担当し、グループ全体のリスク分散や流動性確保等の役割を担

っている。この包括的な支援により、個別のライファイゼンバンクは、顧客に対する

助言、銀行サービスの提供といったコアな業務に専念することが可能である。なお、

ライファイゼン・スイスも 6 支店23、10 の窓口（sub-branches, retail offices）を有す

る。ライファイゼン・スイスの拠点におけるサービス内容は個別ライファイゼンバン

                                                   
17 Clientis Group 
https://www.clientis.ch/de/content/clientis_gruppe/ueber_uns(閲覧日：2018 年 5 月 22 日) 
18 Baloise Group  

https://www.baloise.com/en/home/about-us/companies-group-structure.html 
19 本段落の記述は、スイス銀行協会（Swiss Bankers Association）の記述に準拠した。 

http://www.swissbanking.org/en/financial-centre/financial-centre-participants/banking-groups(閲覧日：2018 年 5 月 22 日) 
20 ライファイゼンバンク・グループ ñKey Figures ò  
21 ライファイゼン・グループ傘下の Notenstein Privatbank AG を含む。注 2．職員に研修員、パートタイムが含まれる。フ
ルタイム社員数は 9,411 人である。 
22 2016 年 11 月のライファイゼン・スイスへのヒアリングに基づく。 
23 ザンクト・ガレン、ヴィンタートゥール、バーゼル、チューリヒ、ベルン、タールヴィルの 6 都市に支店を有する。 
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クと変わらないが、都市部における会社設立等、規模の大きな案件を取り扱うことが

多い24。 

ライファイゼンバンク・グループの預金残高は 1,649 億スイスフラン25、貸出残高26

は 1,805 億スイスフランで、この内 95％超の 1,726 億スイスフランが住宅ローンであ

る。最近、同グループはスイス国内住宅ローン市場におけるシェアを上昇させており、

同グループによるとマーケットシェアは 17.5％である（2017 年 12 月末）。同グルー

プの銀行は国内業務に集中しているため、大銀行のように国際金融市場の影響を強く

受けることはない。 

ライファイゼンバンク・グループは 2004 年以来、投資商品に関してチューリヒの

資産運用・投資銀行である Vontobel と協力関係にある。ライファイゼン・スイスは

Vontobel に 12.5％出資し、自行の顧客に Vontobel の投資サービスを紹介している。

更に、自行の販売する投信の資産運用、証券決済業務等を Vontobel に委任した。 

2012 年 1 月 27 日、ライファイゼン・スイスは事業多様化のためプライベート・バ

ンク Notenstein Privatbank AG27の買収を発表した。この買収は、富裕層を中心とする

Notenstein Privatbank とライファイゼンバンクとは顧客層の重複が少なく、競合せず

にリテール金融サービスを強化できると考えられたためであった28。しかしNotenstein 

Privatbank は Vontobel と類似したサービスを提供できるため、この買収によりライフ

ァイゼンバンク・グループと Vontobel の関係が悪化した。そこで 2014 年 6 月に、ラ

イファイゼンバンク・グループは Vontobel との協力関係を 2017 年 6 月に終了すると

発表した29が、その後両社間の協力関係は改善され、2016 年 2 月に締結された新たな

協力関係は 2020 年まで継続する見込みである。 

2016 年 6 月 30 日、両社のアセットマネジメント分野での協力関係の発展に関する

プレスリリースが発表された。そこでは、ライファイゼンバンク・グループは成長戦

略に則り顧客への投資助言等のサービスに引き続き注力し、Vontobel は商品開発やマ

ーケティングの側面から協力することとされた。同時に Vontobel は同社のビジネスモ

デルを補完するものとして、ライファイゼン・グループの資産運用子会社 Vescore30の

買収を発表した31。 

2018 年 5 月 24 日、ライファイゼン・スイスは保有する Notenstein La Roche 

Privatbank の全株式を Vontobel に売却することで合意した。この決定により、ライフ

ァイゼンバンク・グループは、資産管理ビジネスについて、255 行の個別ライファイ

                                                   
24 2016 年 11 月のライファイゼン・スイスへのヒアリングに基づく。 
25 預金残高＝Client monies=Amounts due in respect of customer deposits + Medium-term notes。ライファイゼン・スイス
（Raiffeisen Switzerland）、ñFinancial key figures Raiffeisen Groupò, 
https://www.raiffeisen.ch/content/dam/www/rch/pdf/information-in-english/corporate-information/raiffeisen-group-key-

figures-2017.pdf#search=%27key+figures+refeissen+bank%27（注：ライファイゼン・グループ傘下の Notenstein Privatbank 
AG を含む）。 
26 貸出残高＝Receivables from clients + Mortgage receivables。 
27 同行はスイス最古のプライベート・バンクの 1 つであった Wegelin 銀行（Wegelin & Co）が米国人の租税回避を幇助した
嫌疑を受けたことを背景に、米国関係を除く業務の顧客・資産を移転された Wegelin 銀行の子会社である（Wegelin 銀行は
2013 年に閉鎖）。 
28 2016 年 11 月のライファイゼン・スイスへのヒアリングに基づく。 
29 Finanz und Wirtschaft AG, ñRaiffeisen ¿berrascht Vontobel mit Avaloq-Deal (Raiffeisen surprises with Avalog Deal)ò, 

(2014 年 6 月 20 日) 
30 Vescore 社は、Notenstein Privatbank AG が Vescore Solutions 社と合併・改称して誕生した企業である。 
Vescore  ñNotenstein Asset Management changes name to Vescoreò(2015 年 9 月 3 日) 
31 Vescore ñRaiffeisen and Vontobel redefine their collaboration in the area of asset managementò(2016年 6 月 30 日) 

http://www.vescore.com/en/media-release/raiffeisen-and-vontobel-redefine-their-collaboration-area-asset-management 
Neue Zürcher Zeitung 、 ñDas Ende eines langen Streitsò(2016 年 6 月 30 日) 
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ゼンバンクの持つ助言等専門性を最大限活かしつつターゲット層である低中間層への

戦略に焦点を絞ることとなった32。 

また、ライファイゼンバンク・グループと銀行 ITシステム開発会社であるAvaloq AG

との合併計画が発表され、現在両社の合弁企業である ARIZON Sourcing Ltd 社がライ

ファイゼン・スイス及びグループ会社の支払、証券決済関連サービスを提供している33。 

2017 年 11 月 17 日、ライファイゼン・スイスは保有する Avaloq AG の株式の 10%を

Warburg Pincus に売却することを発表した。同時に Avaloq AG はライファイゼン・ス

イスが保有する合弁企業であるARIZON Sourcingの株式51%全てを取得することで合

意した。なお、ARIZON Sourcing は 2024 年までライファイゼンバンク・グループ会

社の支払、証券決済関連サービスの提供を継続する34。 

過去の提携を見直す一方で、2017 年にはビジネスの多角化にも取り組んでいる。コ

アビジネスにおけるバリューチェーンを拡大するために不動産マーケッティング会社

である Raiffeisen Immo AG を設立した。 

デジタル・トランスフォーメーションの領域にも力を入れており、顧客とのチャッ

トアプリである「Raiffeisen Piazza」、クラウドファンディングプラットフォームの

「lokalhelden.ch」、モバイル決済の「Raiffeisen TWINT」等を導入している35。 

(5) ポストフィナンス（PostFinance Ltd.） 

ポストフィナンス（PostFinance Ltd.）は「その他の銀行」の業態に分類されるが、

2017 年 12 月末の総資産は 1,216 億スイスフランと、国内第 7 位の銀行に相当するリテ

ール金融機関であり、同時に、スイス連邦政府の国有株式会社であるスイスポスト

（Swiss Post Ltd.）が 100%保有する株式会社である36。 

2013 年 6 月、内閣による 2010 年「郵便組織法」（Post Organisation Act, POA）の

実施決定を受けてスイスポスト（Swiss Post）が株式会社化され、同時にスイスポスト

の一部門としてリテール金融業務を担当していたポストフィナンス（PostFinance）も

株式会社化された。あわせてポストフィナンスは銀行免許を取得し、連邦金融市場監

督機構（Swiss Financial Market Supervisory Authority, FINMA）の監督下に入った。 

 

2. 監督官庁と指導体制 

現在、スイスの銀行は連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market Supervisory 

Authority, FINMA）によって規制を受ける。2007 年 6 月に成立した「連邦金融市場監

督機構法」（Federal Act on the Swiss Financial Market Supervisory Authority, 

FINMASA）に基づき、2009年 1月に FINMAが設立され、前身の連邦銀行委員会（Swiss 

                                                   
32https://www.vontobel.com/en-int/about-vontobel/media/communications/raiffeisen-further-expands-in-house-investme

nt-business-and-sells-notenstein-la-roche-to-vontobel/ò(閲覧日：2018 年 7 月 9 日) 
http://www.vescore.com/en/media-release/raiffeisen-and-vontobel-redefine-their-collaboration-area-asset-management 

Neue Zürcher Zeitung 、 ñDas Ende eines langen Streitsò(2016 年 6 月 30 日) 
33 Raiffeisen Switzerland Cooperative ñAnnual Report 2015ò 
34 https://www.avaloq.com/ (閲覧日：2018 年 7 月 9 日) 

http://www.vescore.com/en/media-release/raiffeisen-and-vontobel-redefine-their-collaboration-area-asset-management 

Neue Zürcher Zeitung 、 ñDas Ende eines langen Streitsò(2016 年 6 月 30 日) 
35 Raiffeisen ñAnnual Report 2017ò 

http://www.vescore.com/en/media-release/raiffeisen-and-vontobel-redefine-their-collaboration-area-asset-management 

Neue Zürcher Zeitung 、 ñDas Ende eines langen Streitsò(2016 年 6 月 30 日) 
36 ポストフィナンスñAnnual Report2017 ò  
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Federal Banking Commission）が実施していた銀行監督業務を継承した。 

同時に、連邦民間保険局（Federal Office of Private Insurance）、マネーロンダリン

グ取締機構（Anti-Money Laundering Control Authority）も FINMA に統合され、ここ

に銀行、保険会社、証券取引会社、投資信託会社等の金融仲介機関及びマネーロンダ

リング等を横断的に規制・監督する体制が構築された。FINMA は規制対象の金融機関

へ免許の発出権限を有し、法律、命令等の遵守状況を監督する。また、組織的、機能

的、財政的にも連邦政府から独立し、連邦議会に直接報告を行う。 

銀行の商慣習のガイドラインは、スイス銀行協会（The Swiss Bankers Association）

が設定している。2015 年には、全 70 条のデューデリジェンス（正規取扱）に関する

行動規範（code of conduct）について、協会と個別銀行との間で協定が成立した37。 

スイス国立銀行（Swiss National Bank, SNB）は、1907 年に独立した中央銀行とし

て設立され、金融、通貨政策を担っている。根拠法は「スイス国立銀行連邦法」（Federal 

Act on the Swiss National Bank, National Bank Act, NBA）及び「国立銀行規則」

（National Bank Ordinance, NBO）である。SNB は株式会社形態を取り、州や州立銀

行等の公的部門が SNB の株式の 76.36％を保有している。主な株主は、①ベルン州（the 

Canton of Berne）が 6.63％、②個人投資家の Theo Siegert （Düsseldorf）が 6.07％、

③チューリヒ州（the Canton of Zurich）が 5.2％、④ボー州（the Canton of Vaud）が

3.4％、⑤ザンクト・ガレン州（the Canton of St Gallen）が 3.0％と、2016 年首位にな

った個人株主が一部株式を売却したため第 2 位に後退し、再度ベルン州が首位を占め

た。第 2 位を除き、第 5 位までの株主は公的部門である（2017 年 12 月末）。 

連邦憲法第 99 条により、SNB は国家のため金融、通貨政策を遂行すると規定され

ている。2004 年 5 月 1 日に改正された NBA に法的な根拠が規定され、連邦憲法によ

る委任事項が詳細に記載されている。中央政府は、SNB の株式を所有せず政府保証も

しないが、理事会の大半の理事を政府が指名する。また、資本構成の変更については

政府の了承が必要となる。同行には準備預金制度があり、状況によっては銀行の不良

債権購入も行うことになっている。 

独占禁止規制については、スイス連邦政府の独立委員会として、市場競争委員会

（Competition Commission）が設置されている。金融機関の合併・買収に際しては、

同委員会の許可が必要であり、市場での独占的地位が形成されないよう条件を提示す

る役割を担う。 

スイスにおいても、他の先進国と同様に金融市場についての改革の必要性が指摘さ

れることがあった。古くからユニバーサル・バンク制度が採用されてきたため、金融

機関の業態の性質に応じた規制（業際規制）は取られておらず､その他の規制も他の先

進国に比べて緩やかであったことなどから､政府の裁量の範囲においては制度改革の

余地は僅かであった上、他国で見られるような改革の課題は比較的早期に達成してい

たといわれている38。 

近年では主に大規模金融機関に対する健全性規制に関して、改革が進められている。

2008 年の世界的な金融危機を踏まえて、スイス連邦政府は「大規模金融機関がもたら

す国民経済リスクを制限するための専門委員会」（Commission of Experts for Limiting 

the Economic Risks Posed by Large Companies）を設置していたが、2010 年 10 月、

同委員会は「大規模金融機関がもたらす国民経済リスクを制限するための専門委員会

                                                   
37 Agreement on the Swiss banksô code of conduct with regard to the exercise of due diligence (CDB 16) 
38 財務省財務総合政策研究所「『経済の発展・衰退・再生に関する研究会』報告書」、153 ページ、(2001 年)。 
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最終報告書」（Final Report of the Commission of Experts for Limiting the Economic 

Risks Posed by Large Companies）39を公表した。本報告書は、「システム上重要な銀

行」（systemically important banks, SIBs）40への適切な対応策を提示するものである。 

同報告書が挙げている対応策の第一は、自己資本に関する規制の強化である。これ

は、システムに関連する金融機関に対して従来よりも高い自己資本比率を要求するも

のであり、例えば、クレディ・スイスや UBS AG といった大規模金融機関に対しては

19％というバーゼル III の基準よりも高い自己資本比率の保持義務が設定されている。 

第二は、流動性に関する規制の強化である。これについても、クレディ・スイスと

UBS AG を念頭に置いて策定されたものであり、従来よりも高い流動性を保持するこ

とが義務付けられている。 

第三は、リスク分散（risk diversification）の義務を課したことである。これは、イ

ンターバンク債権についてのカウンターパーティのエクスポージャー集中の制限や業

務運営リスク管理を強化するものとなっている。 

第四は、組織（organisation）に関する措置である。これは、大規模金融機関に対し

て、破綻時に備えた組織の構成（システム上重要となる機能を継続できる構成）を義

務付けている。 

また、健全性規制の強化に関連して、規制当局に関する改革も見られる。2011 年、

スイスでは金融機関の監督に関して新たな手法が導入され、監督をより効果的に行う

ことが可能となった41。2011 年 4 月 21 日に公表された「監督の有効性と効率性に関す

る報告書」（Report on Effectiveness and Efficiency in Supervision）42の中で、FINMA

はこの新たな監督手法について詳細な説明をしている。システミックリスクに着目し

たアプローチの監督手法であり、各行を資産規模に応じて分類し、分類ごとに監督を

行うものである。UBS AG やクレディ・スイスはいずれも第 1 分類に該当し、資産規

模の大きさゆえリスクが最も高いと見なされる。第 1 分類の銀行の総資産は業界の総

資産全体のおよそ半分を占めている。金融機関のリスク分類の概要は図表 11 の通りで

あり、純資産や管理資産、優先保護対象預金、必要資本の額の規模に応じて、 5 段階

に分類されることとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
39 大規模機関による国民経済リスクを制限するための専門委員会（Commission of Experts for Limiting the Economic Risks 
Posed by Large Companies (ñToo big to failò commission of experts)）, ñFinal Report of the Commission of Experts for 
Limiting the Economic Risks Posed by Large Companiesò, (2010 年 9 月 30 日 ) 
40 これは、一般に「システム上重要な金融機関（Systemically Important Financial Institutions, SIFIs）」と呼ばれる概念に
相当するものであり、金融機関のうち、金融危機等の有事に与え得る影響力が大きい、すなわち大きなシステミックリスク
を有する機関を意味している。 
41 連邦金融市場監督機構（FINMA）「アニュアルレポート（2011 年）」 
42 https://www.finma.ch/en/news/2011/05/mm-aufsichtsbericht-20110502 
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図表 11：スイス銀行のリスク分類基準と銀行数の分布 

 
（出所）連邦金融市場監督機構 ñAnnual Report 2017ò, ñFINMA Circular 2011/2òをもとに作成 

 

なお、深刻な事態に対して迅速に対応できるよう、FINMA はより強力なチームを構

築することが可能となっており、2011 年 7 月に「集中監督チーム」（Team Intensive 

Supervision, TIS）と称される特別な組織が設立された。TIS の目的は危機に対して迅

速に対応し、対象となる金融機関が通常の監督に服する状態に戻すべきか否かを判断

することにある。ある金融機関が通常でない状況となった場合、TIS はその機関の状

況を把握するために現場検証や関係者との直接対話を行い、適切なリスク対応戦略を

立てる。もし、リスクに晒されている金融機関を通常の監督に服する状態に戻すこと

が困難であると判断された場合、TISは適切な執行手続を行う準備をする必要がある。 

更に、監査法人との協力体制の構築も実行に移された。スイスの制度においては、

大手銀行グループの監督に充てられる人員のおよそ 3 分の 2 が監査法人のスタッフで

ある。 

1

著しく高いリスク
2

高いリスク
3

大きなリスク
4

平均的なリスク
5

低いリスク

(Total assets) 2,500億CHF以上 1,000億CHF以上 150億CHF以上 10億CHF以上 10億CHF以上

(Assets under management) 1兆CHF　〃 5,000億CHF　〃 200億CHF　〃 20億CHF　〃 20億CHF　〃

(Privileged deposits) 300億CHF　〃 200億CHF　〃 5億CHF　〃 1億CHF　〃 1億CHF　〃

(Required equity capital) 200億CHF　〃 20億CHF　〃 2.5億CHF　〃 0.5億CHF　〃 0.5億CHF　〃

2017

(Number of institions) 2 3 24 57 199

Category

3
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3. スイスの金融制度の特徴 

スイスの銀行制度は、全ての銀行が証券や保険を含むあらゆる金融サービスを提供

出来るというユニバーサルバンキングのコンセプトに基づいており、制度による業態

の規制はない。 

スイスの銀行と政府の金融システムとの関係については、社会資本等の充実又は経

済発展等を目的とする、いわゆる開発金融機関は存在しないため、日本の「財投」の

仕組みはない。インフラプロジェクトなど公的な事業のファイナンスは、どの金融機

関でも商業ベースで参加することができる。連邦銀行法（Swiss Federal Act on Banks 

and Savings Banks, Banking Act, BA）では、銀行は預金からの資金をどのように運用

すべきかについての規制はないが、多くの州では、州内の貯蓄銀行は預金残高の 80％

を住宅ローン又は政府証券によって運用することが要求されている。 

スイスでは預金者のプライバシーが厳格に保護されてきた。預金者の個人データの

保護は、連邦憲法の第一章「基本権」の第 13 条（私的領域の保護）で確立されており

43、預金者の口座情報に関する銀行関係者の守秘義務は BA 第十四章「不法行為責任及

び罰則」の第 47 条に明記されている44。これらに違反した行員には、重い罰金や懲役

刑が科されるため、スイスのプライベートバンキングサービスを利用すれば顧客資産

に関する情報を国外の税当局には公開しないと考えて、多くの国外の富裕層顧客がス

イスの銀行に口座を開設してきた。また、スイスの州立銀行の低率課税も魅力的であ

った。 

しかし、大銀行の UBS AG が米国富裕層顧客の脱税に加担したことが明らかになる

と、連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market Supervisory Authority, FINMA）

も監視を強化せざるを得なくなり、スイスの銀行も顧客名を公開しない範囲での米国

への納税代行や、脱税だけでなく顕著な租税回避が行われている場合にも、国外の税

務調査への支援をするようになった。 

2015 年 5 月には、EU 加盟 28 ヵ国とスイスの間で自動的情報交換（automatic 

exchange of information）の合意が成立した。この結果、2018 年からスイス税務当局

は、EU 加盟国の居住者がスイスに持つ金融機関の口座情報をその口座名簿者が居住す

る国の当局に自動的に提供することになる。スイスの「秘密銀行口座」は外国人にと

って過去のものとなりつつある。 

 

4. 預金保険制度の枠組み45 

スイスには、保険料を事前に集めて危機に備えて貯めておくという、厳密な意味で

の預金「保険」制度はないが、連邦銀行法（Swiss Federal Act on Banks and Savings 

                                                   
43 スイス誓約者同盟の連邦憲法（Federal Constitution of the Swiss Confederation）の第一章「基本権」の第 13 条「私的領
域の保護」において、「何人も、その私生活及び家族生活、その住居ならびにその信書、郵便及び電信の交換が尊重される
ことを請求することができる」（第 1 項）、「何人も、その個人的データが乱用から保護されるよう請求することができる」
（第 2 項）と定めている。 
44 連邦銀行法の第十四章「不法行為責任及び罰則」の第 47 条に、「何人であれ、銀行の役員、従業員、受任者、清算人若
しくは理事の資格で、又は銀行業理事会の代表、認知された監査会社の役員若しくは従業員の資格で、委ねられた秘密又は
知り得た秘密を漏らした者及び他人に職業上の守秘義務に違反するよう誘引した者は、3 年以下の禁錮により処罰されるも
のとする」（第 1 項）、「上記の行為が過失によるものである場合は、250,000 スイスフラン以下の罰金により処罰される
ものとする」（第 2 項）、「職業上の守秘義務の違反は、役職若しくは雇用関係の終了後又は職務の実行の終了後であって
も処罰されるものとする」（第 4 項）、「政府機関に対する証言及び情報提供の義務に関する連邦及び州の法令の規定が適
用されるものとする」（第 5 項）と定めている。 
45 本項の内容は、主としてスイス銀行・証券会社預金者保護協会 (esisuisse) ñAnnual Report 2015òに拠った。 
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Banks, Banking Act, BA）に預金者を保護する制度の定めがある。 

BA 第 37a 条第 1 項、同 b 条により、銀行が倒産した場合、預金者一人当たり 10 万

スイスフランまでの銀行預金は、「強制執行及び破産に関する連邦法」（Swiss Federal 

Act on Debt Enforcement and Bankruptcy）に規定されるクラス 2 の優先債務（優先債

務の弁済区分は 3 つに分かれており、弁済順位はクラス 1 から 3 の順である）に区分

されており、他の債務に優先して預金者に支払われる預金（preferential deposits）で

ある46。この種類の預金を行っていた預金者は、倒産銀行から即時の支払（immediate 

payments）を受けられる。 

もし倒産銀行に、この預金を支払う十分な資産がない場合又は当該行のスイス国内

にある支店に預けられた預金が不足している場合は、「スイス銀行・証券会社預金者

保護協会」（esisuisse：旧名 Swiss Banks' and Securities Dealers' Depositor Protection 

Association47）加盟の金融機関が、全体で不足分を支払う義務がある。但し、倒産銀

行等の支払原資が不足した場合は、預金者への支払の上限額は金融機関全体で 60 億ス

イスフランである。銀行等が倒産した場合、esisuisse は必要とする金額について加盟

機関に預金残高に応じた分担金の支払を要求し、受け入れた金額を倒産銀行に移転す

る（但し、加盟機関に要求する金額の総額は 60 億スイスフランを限度とする）。 

連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market Supervisory Authority, FINMA）に

規制・監督され、スイスに支店を置いている外国銀行を含む、全ての預金取扱金融機

関は esisuisse に加盟の義務がある。なお、ポストフィナンス（PostFinance Ltd.）の

提供する普通預金口座、貯蓄預金口座、定期預金口座等については、BA の規定により

10 万スイスフランまで保証されるが、郵政組織法（Post Organisation Act , POA）第

15 条の規定により、同法の施行（2012 年 10 月）より 5 年間は国家が 10 万スイスフラ

ンまで保証することとされている（但し、ポストフィナンス及びスイスポストの資産

が不足する場合に限る）。 

このような預金者保護の仕組みは、1984 年にスイス銀行協会の第 18 次総会で決定

され、BA の改正に先駆けて自主規制的に開始された。この制度が最初にその役割を果

たしたのは 1991 年 10 月の地域・貯蓄銀行の破綻時であった。この時は一預金・貯蓄

口座当たり 500 スイスフランが支払われたが、それ以上の保証対象分48については法

制度の不備により遅れが生じた反省から、破綻した銀行に対する強制執行や保証対象

の拡大・明確化が行われた。 

2001 年から 2003 年にかけて BA や銀行規則（Ordinance on Banks and Savings 

Banks, Banking Ordinance, BO）の改定が行われ、預金者保護が制度化された。2005

年 8 月、全ての銀行と証券ディーラーの署名によりスイス銀行・証券会社預金者保護

協会（esisuisse）が発足した。同年 12 月、大銀行の UBS 救済を契機とした預金者保

護強化法（Depositor Protection Reinforcement Act）が施行され、預金者 1 人当たりの

保証上限額が 3 万スイスフランから 10 万スイスフランへ、加盟金融機関による

esisuisseへの積立上限額が 40億スイスフランから 60億スイスフランへそれぞれ引き

上げられた。 

2008 年 10 月 29 日に、当時ジュネーブに拠点を置いていたアイスランドの

Kaupthing Bank が破綻したことを契機に、esisuisse の全加盟機関に対し、「125％ル

                                                   
46 連邦銀行法上は「privileged deposits」の語が用いられている。 
47 協会名は2014年 11月より「Swiss Banks' and Securities Dealers' Depositor Protection Association、DPA）」から「Esisuisse」
に変更された。 
48 当時の支払上限額は預金者 1 人当たり 3 万スイスフランであった。 
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ール」（125％ rule）と呼ばれる規制が課せられた。これは加盟機関が、保証対象の

預金額の 125％相当額について速やかに現金化できる資産をスイス国内に確保するこ

とを定めたものである。 

金融危機を経て、事前積立式（pre-fund）の預金保険制度の創設が議論され始めた。

2009 年に連邦評議会（Federal Council）は、10 年間で 100 億スイスフランの預金保

険基金を創設する草案を審議した。同草案は採用されなかったものの、2011 年から BA

に、預金保険の緊急措置に関する内容が付け加えられた49。 

なお、ライファイゼンバンクは esisuisse に加盟しているものの、グループとして別

に預金者保護制度（reciprocal liability）を有している50。esisuisse には 2017 年末時点

で 320 の銀行と証券会社が加盟している51。 

 

                                                   
49 出所では緊急措置の内容は詳らかにされていないが、esisuisse が要件を満たせない場合に連邦評議会による預金者保護制
度への監督権限を認めた、連邦銀行法第 37 条 h5 が該当する条項であると推測される。 
50 2016 年 11 月のライファイゼン・スイスへのヒアリングに基づく。 
51 esisuisse ñAnnual report 2017ò 
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5. 個人資産運用に関わる税制全体の中での預貯金税制 

個人の所得税は連邦、地方自治体（カントン及び市町村）のいずれでも徴収される

が、前者は単身世帯、結婚世帯とも 13％程度を上限とする累進課税制度を採用してい

る。他の欧州諸国と比べると、連邦レベルの税負担は相対的に低いが、自治体ごとに

税額が異なるため、居住地域による税率の差が大きい。また、課税ブラケットの最も

高い富裕層が税率上で優遇されていることが特徴である（図表 12）。 

 

図表 12：個人所得税率（2017 年度） 

 
（出所）PKF ñSwitzerland Tax Guide 2016/2017òをもとに作成 

 

資本取引に関する所得に対しては、EU との利子所得に関する合意が 2004 年 5 月に

成立し、2005 年 7 月 1 日から施行された。その結果、利子所得、配当所得はそれぞれ

35％の税率で、連邦税として源泉徴収される。但し、利子所得については、スイスの

銀行における預金利子、債券及び債券類似ローン（bond-like loans）にのみ適用され

る52。なお、2 国間の租税条約がある国の非居住者には、利子所得の報告があれば、課

税を免除される場合がある。スイスは日本を含む 84か国と租税条約を締結している53。 

また株式等の証券取引に係るキャピタルゲインに対する個人への課税は原則的に行

われない。このため、銀行預金と同等かそれ以上の利回りが期待できるマネー・マー

ケット・ファンド（公社債投信）の人気が高い。 

                                                   
52 Deloitte ñInternational Tax Switzerland Hightlights 2016ò  
「スイスの銀行」とは、外国銀行を除く。 

また、個人所得とは直接関係しないが、非金融法人における会社間ローンの利子所得は課税対象外である。 
53 PKF ñSwitzerland Tax Guide 2016/2017ò 
http://www.pkf.com/publications/tax-guides/switzerland-tax-guide/(閲覧日：2018 年 5 月 24 日) 

課税所得（ CHF ） 最低税額（ CHF ） 税率（％） 課税所得（ CHF ） 最低税額（ CHF ） 税率（％） 
0-14,500 － 0.00 0-28,300 － 0.00 

14,501-31,599 － 0.77 28,301-50,899 － 1.00 

31,600-41,399 131.65 0.88 50,900-58.399 226 2.00 

41,400-55,199 217.90 2.64 58,400-75,299 376 3.00 

55,200-72,499 582.20 2.97 75,300-90,299 883 4.00 

72,500-78.099 1,096.00 5.94 90.300-103,399 1,483 5.00 

78,100-103,599 1,428.60 6.60 103,400-114,699 2,138 6.00 

103,600-134,599 3,111.60 8.80 114,700-124,199 2,816 7.00 

134,600-175,999 5,839.60 11.00 124,200-131,699 3,481 8.00 

176,000-755,199 10,393.60 13.20 131,700-137,299 4,081 9.00 

755,200- 86,848.00 11.50 137,300-141,199 4,585 10.00 

141,200-143,099 4,975 11.00 

143,100-144,999 5,184 12.00 

145,000-895,799 5,412 13.00 

895,800- 103,016 11.50 

単身世帯 結婚世帯 
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第 3 章 郵便貯金の概要 

1. 設立目的・沿革概要54 

1848 年の連邦国家成立以前は、スイスの郵便制度は各州が管理していたが、1848

年新憲法が制定され中央政府を持つ連邦国家が成立すると、郵便制度も 1849 年 1 月か

ら連邦郵便（Federal Mail）として発足し、全国的に統一された、より信頼性の高く廉

価な郵便制度となった。1850 年に郵便切手、1869 年に世界で 4 番目となる郵便はが

きを発行した。 

1900 年代初頭、現金需要の増大に対し、紙幣を発行・供給していた民間銀行、州立

銀行は紙幣流通を管理できない状態に陥っていた。この状況に対応して、1906 年に中

央銀行（スイス国立銀行）の創設が決定された。 

同年、政府は、全国に 4,000 もの拠点を有する郵便局に現金を伴わない口座間資金

移転（郵便小切手（postal cheque）及び振替業務（giro business））を担当させるこ

ととした。郵便小切手制度は簡易で利便性があることから、初年度の取扱高は 4 億

5,000 万スイスフランを上回った。その後、スイスポストのポストフィナンス

（PostFinance）は、1900 年代を通じて国内外への送金・決済市場のリーダーシップ

を維持しつつ、クレジットカードの導入、オンラインバンキング・サービスの開始、

生命保険の提供など、総合的な金融サービスを提供するようになった。例えば、1992

年にスイスポスト初の金融サービスとして期間固定の預金商品（現在の medium-term 

note に相当）の取扱い及びクレジットカードの「ポストカード・ユーロカード」

（Postcard Eurocard）の発行を開始した。1998 年には、保険会社の Winterthur（現

在の AXA）と提携し、スイスポストを通じて生命保険「Yellow life insurance」の取扱

いを開始したほか、オンラインバンキング・サービス「Yellownet」を開始し、ポスト

フィナンスは利用者数で業界最大手となった。 

同年、「スイスの人々と経済に対し、質の高い、手ごろな郵便及び送金サービスを

提供する」ことを目的に郵政改革が行われ、従来の連邦直轄下にあった郵便・通信事

業体が、郵便・銀行・旅客輸送部門のスイスポスト（Swiss Post）と通信のスイスコム

（Swisscom）に分割された55。 

1999 年、安全で柔軟な預金手段として、預金口座（deposito account）の取扱いを

開始した。2000 年にはインターネット口座（e-Deposito）、2003 年に企業向け預金

口座の提供が開始された。 

2000 年代から他金融機関との提携などを積極化した。2003 年、大銀行の UBS と共

同で住宅ローン「Yellow Mortgages」や年金商品「Yellow Pension Account 3a」の提供

を始めた。2008 年からはドイツのミュンヘナー・ヒポテーケン銀行（Münchener 

Hypothekenbank eG）と提携し、住宅ローン商品を提供している。2009 年からは、

UBS に代わって国内地域・貯蓄銀行最大手の Valiant Bank と、個人及び中小企業向け

貸付業務のための協定を結び、協力関係に入った56。ポストフィナンスはローン商品の

マーケティングと販売のみを担当し、Valiant Bank は与信管理に加えて、クレジット・

リスクも負担する。ポストフィナンスと Valiant Bank は首都ベルンに共同業務センタ

                                                   
54 本節の内容は、主としてスイスポストウェブサイト ñSwiss Postôs history Overview of the development of the Groupò、ポ
ストフィナンスウェブサイト ñHistoryòに拠った 
55 財務省財務総合政策研究所「『経済の発展・衰退・再生に関する研究会』報告書 第 6 章 スイス」 
56 POST & PARCEL ñNew force in Swiss lending business PostFinance to cooperate with Valiantò, 
http://postandparcel.info/26542/news/new-force-in-swiss-lending-business-postfinance-to-cooperate-with-valiant 
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ー（joint processing center）を設立し、両社からスタッフを派遣している。 

その他、近年の動きとして、ポストフィナンスは 2010 年からスマートフォン向け

の無料アプリケーションを市場投入している。最寄りの ATM や支店、郵便局等の拠点

の案内表示のほか、株価をリアルタイムでチェック可能な機能、カメラでクレジット

カードの情報をスキャンし、ネット決済可能な「Scan + Pay」といった機能を有する。 

2011 年にポストフィナンスはスイスポストと共に「直接監督される金融仲介機関」

のステータス（directly supervised financial intermediary status）を受け、「資金洗浄

対策法」（Anti-Money Laundering Act, AMLA）の対象機関となった。その結果、ポ

ストフィナンスはマネーロンダリング対策について連邦金融市場監督機構（Swiss 

Financial Market Supervisory Authority, FINMA）の監督に服することになった。 

2013 年 6 月、2010 年郵政組織法（Post Organisation Act, POA）の内閣による実施

決定を受け、スイスポストは特別法に基づきスイス連邦が所有する株式会社（public 

limited company）となった。根拠法令は、POA 及び「郵便業務法」（Postal Services 

Act, PA）であるが、POA 第 3 条により金融業務については、支払業務（payment 

services）・預金の受入れ（accepting customers deposits）・口座関連業務（account 

services and other related services)・自己名での投資（investments in its own name）・

第三者を代理する金融業務と規定されており、直接住宅ローン等の貸付業務を行うこ

とはできない。 

 

2. 組織形態 

(1)  経営形態 

ポストフィナンス（PostFinance Ltd.）は、株式会社となったスイスポスト（Swiss Post 

Ltd.）の子会社として、2013 年 6 月 26 日から一般法に基づく株式会社となった。株

式資本は 20 億ユーロ、発行済株式数は 200 万株である57。 

現在の CEO は Hansruedi Köng 氏で、2003 年からポストフィナンスの取締役会メ

ンバーを務め、2012 年に同社 CEO に就任した。以前のキャリアとしてバーゼル州立

銀行（Basler Kantonalbank）等の銀行以外に、大手会計事務所のプライスウォーター

ハウスクーパース（Pricewaterhouse Coopers Ltd）での勤務経験を持つ58。ポストフィ

ナンスの取締役会は 7 名で構成されており、この内の 4 名はスイスポストが占める。

残りの 3 名については、独立したメンバーが就任することとなっている59。 

スイスポストは、郵便・郵便局業務及びグループ会社の財務・人事等を担当する Post 

CH Ltd.、リテール金融業務を担当するポストフィナンス（PostFinance Ltd.）、公共

運送業務を行うポスト・バス・スイス（PostBus Switzerland Ltd.）の 3 会社を戦略的

子会社として傘下に有する（図表 13）。 

 

  

                                                   
57 ポストフィナンス Annual Report 2017 
58 ポストフィナンス Annual Report 2017 
59 ポストフィナンス Annual Report 2017 
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図表 13：スイスポストの組織構造 

 
（出所）スイスポストウェブサイト ñGroup structureòをもとに作成 （閲覧日：2018 年 5 月 24 日） 

 

(2) 金融サービス提供の形態 

ポストフィナンス（PostFinance Ltd.）の直轄店の窓口や郵便局、インターネット、

モバイルチャネル経由で各種金融サービスが提供されている。特に現金収納、預金預

入・引出、住宅ローン等の基本的な金融サービスは、主に国内 1,189 の郵便局を通じ

て提供されている。その他、主に顧客へのコンサルティングサービスの提供を行うポ

ストフィナンスの支店が 40 店舗、資産運用のアドバイザリーを行うコンサルティング

オフィス（consulting offices）が 55 カ所存在する（2017 年 12 月末）60。 

2017 年のポストフィナンスの年間利用者数は 289.0 万人であった。このうちオンラ

インサービス 「e-Finance」ユーザーは 175.6 万人で、全体の半分以上を占めた61。

e-Finance サービスのウェブサイトでは、資産管理（「Asset」）、送金（「Transfer」）、

オンライン証券取引（「e-trading」）等のサービスが提供されている。資産管理では、

普通預金、定期預金、信託口座、債券（medium-term note）、株式（e-trading）、退

職口座（retirement savings account 3a）の各資産の現状だけでなく、クレジットカー

ドの利用状況、住宅ローンの残額等の状況も表示されている。 

 

 

 

  

                                                   
60 スイスポスト Financial Report 2017 
61 ポストフィナンス Annual Report 2017  

Swiss Post Ltd. 

（国有株式会社） 

PostFinance Ltd. 

（金融） 
PostBus Ltd. 

（公共交通） 

Post CH Ltd. 

－郵便 (PostMail) 
－物流 (Polst Logistics) 

 

－BPO (Swiss Post Solutions) 

－郵便ネットワーク 

※3 ≤╙⁸Swiss Post Ltd.⅜ ─ 100 ╩ ⁹ 

(Postal-Network) 
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(3) 窓口取扱時間 

郵便局の窓口の取扱時間は、平日が 9 時から 18 時、土曜日が 9 時から 12 時となっ

ている。日曜日の営業は行っていない。休日の前日は、郵便局によってはカウンター

業務を 16 時まで行っているところもある。なお、年間の営業時間は郵便局ごとにイン

ターネット上で公表されている。 

ポストフィナンスは、24 州に計 100 店舗（40 支店を含む）を展開している62。これ

らの店舗の窓口取扱時間は、概ね平日は 9 時（又は 8 時）から 17 時か 18 時、土曜日

は 9 時から 12 時前後（11 時-13 時）とするところが多い。中には、事前のアポイント

メントによっては日曜日も対応する店舗もある（appointments by request）。 

また、ポストフィナンス（PostFinance Ltd.）の商品やサービスに関する問い合わせ

に対応するコールセンターは、24 時間 365 日電話を受け付けている。 

 

3. 主な業務内容 

(1) 預金業務概要 

ポストフィナンス（PostFinance Ltd.）の口座数は、個人顧客口座が 441.8 万、法人

顧客口座が 39.1 万の計 480.9 万口座となっている。e-finance のユーザー数は 175.6 万

人と、スイス最大のネットバンク顧客数を誇る（2017 年 12 月末）。パソコン及びス

マートフォン向けのアプリケーション（「PostFinance Mobile App」や「TWINT」）

を通じ、オンラインバンキング・サービスが提供されている。 

個人顧客に対しては、若年層を取り込むことを目的として、20 歳までの顧客には預

金金利を優遇している。貯蓄口座での優遇幅は 0.05％から 0.55％となっている。特に

2.5 万スイスフラン以下での優遇幅は前年の 0.8%に比べると低下したものの、なお

0.55％と大きい。また、学生向け private account でも金利を優遇している。 

ポストフィナンスの預金残高（amounts due in respect of customer deposits）は 1,133

億スイスフランである（2017 年 12 月末）63。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
62 スイスポストのウェブサイトにおける国内店舗検索で示された数値（2018 年 5 月 25 日）。 
63 ポストフィナンス ñAnnual Reportò（2017）。なお預金残高が昨年度の報告書上の数値から大きく上昇している（2014

年度：432 億スイスフラン）が、これは 2015 年から新しい銀行会計基準を適用したことで、従前は 2 分割されていた預金に
関する費目（Amounts due to customers as savings and investments と Other amounts due to customers。従前は前者のみを
「預金残高」として表示）が合算表示されるようになったためである。 
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図表 14：預金金利の比較 

 
（出所）ポストフィナンス、UBS Switzerland AG ウェブサイトをもとに作成（2018 年 5 月 25 日） 

なお、貸越利率はポストファイナンスが 9.5%、UBS が 12.0%である。 

 

 

(2) 資金運用方法 

ポストフィナンスの総資産 1,216 億スイスフランのうち、金融資産（ financial 

investments）が 628 億スイスフラン、「地公体貸付」64（amounts due from customers）

が 122 億スイスフランと、合計で全体の 61.7%を占めている。金融資産の内訳は、満

期保有目的の債券が全体の 98.1％相当の 616 億スイスフランを占めており、株式等は

12億スイスフランに留まっている。これらの資産から得られる金利・配当金収益が6.89

億スイスフラン、貸付利子収益が 1.71 億スイスフラン（いずれもグロス）と営業収益

（operating income）の 53.4%を占める（2017 年 12 月末）。 

628 億スイスフランの金融資産の内、78.2％相当の 491 億スイスフランは、スイス

フラン建ての資産である。この他は、ユーロが 99 億スイスフラン相当（構成比 15.8％）、

米ドルが 37 億スイスフラン相当（同 5.9％）となっている。引続き前年比でスイスフ

                                                   
64 Amounts due from customers は、地方自治体（州（カントン）・基礎自治体：コムーネ（communes）・市）に対する貸
付を指す（出所：ポストフィナンス ñAnnual Reportò（2015））。 

Private account 0.00% 0.00%

- -

Saving account 0.05% 25万スイスフラン以下 0.01%

0.00% 〃　超 -

E-saving account 0.05% 25万スイスフラン以下 -

0.00% 〃　超 -

(20 )

Private account 0.25% 2.5万スイスフラン以下 0.25% 10万スイスフラン以下

0.00% 〃　超 0.01% 〃　超

Saving account 0.55% 2.5万スイスフラン以下 0.50% 2万スイスフラン以下

- 0.01% 〃　超

E-saving account 0.55% 2.5万スイスフラン以下 -

- -

(18 30 )

Private account 0.25% 2.5万スイスフラン以下 0.25% 10万スイスフラン以下

0.00% 〃　超 0.01% 〃　超

Saving account - -

- -

E-saving account - -

- -

ポストフイナンス UBS
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ランの比率が低下する一方、ユーロと米ドルの比率が上昇している。なお、英ポンド

と日本円は残高ゼロになった。 

ポストフィナンスの営業収益 16.1 億スイスフランの内、「手数料収益」が 2.6 億ス

イスフランと 15.8%を占める。 

また、「その他通常事業に係る営業収益」（other result from ordinary activities）

には、不動産からの収益も含まれている。2017年の同収入は8,000万スイスフランと、

営業収益全体の 5.0％を占める。 

 

(3) 送金・決済業務概要 

ユニバーサル・サービスとして、「郵便規則」（Postal Ordinance）で定められてい

る送金・決済サービスには、①郵便口座間送金（自身や他人の郵便口座への送金）、

②現金送金（郵便口座や銀行口座を持たない人への郵便配達人による現金送金）、③

郵便口座・銀行口座間送金（支払指図書による送金）、④現金送金指図（現金持込み、

現金による送金）、⑤郵便小切手（郵便口座保有者への郵便による送金）がある。 

この基本サービスに加えて、様々な決済サービスが展開されている。まず、顧客特

性に合わせた様々な種類のクレジットカードが提供されており、富裕層顧客向けには

プラチナ（クレジット）カード、クレジットカードの与信審査が通らない顧客向けに

は Master カードの加盟店で使える前払式のデビットカード「PostFinance MasterCard 

Value」等がある。 

なお、中央銀行の銀行間の決済システムである「スイス銀行間決済システム」（Swiss 

Interbank Clearing, SIC）は、 ポストフィナンスが 25％出資している SIX Interbank 

Clearing Ltd により提供されている65。 

 

(4) 国際業務概要66 

ポストフィナンスはスイス国内での業務に注力しており、国際的なサービスは海外

送金に限られる。海外送金手段としては、郵便局カウンター及び e-ファイナンスでの

ジャイロインターナショナル（Giro international）による口座間送金やキャッシュイ

ンターナショナルによる 80 ヵ国以上への現金送金サービスを提供している。e-ファイ

ナンスを使えば単一ユーロ決済圏（Single Euro Payments Area, SEPA）内のクロスボ

ーダー送金は無料となる。また、ウエスタンユニオン（Western Union）とのパートナ

ーシップを通じて 200 ヵ国以上の国において世界約 50 万の代理店への現金の送金が

可能となっている。ポストファイナンスアプリによるモバイル端末を通じたモバイル

送金サービスも提供されている。 

なお、スイスポスト傘下のポストバンクを含む 3 社（Post CH、PostBus、PostFinance）

は現地法人や合弁会社を欧州を中心に展開している67。スイス・ユーロ・クリアリング

銀行（Swiss Euro Clearing Bank, SECB）に対して 25％出資している。 

                                                   
65Payment, clearing and settlement systems in Switzerland (閲覧日：2018 年 5 月 28 日) 
66 スイスポスト ñPayment transactionsò  
https://www.post.ch/en/private/all-about-money/payment-transactions（2018 年 7 月 10 日閲覧時点）。 
67 ベルギー、ドイツ、フランス、英国、イタリア、リヒテンシュタイン、スロバキア、米国、ベトナムの 9 ヵ国。スイスポ
スト ñGroup structureò https://www.post.ch/en/about-us/company/swiss-post-at-a-glance/swiss-post-group-structure
（2018 年 7 月 10 日閲覧時点） 
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(5) 付随業務概要 

デビットカード、クレジットカード、外国為替、旅行小切手、等の海外旅行関連決

済サービスを提供している。 

 

4. 会計基準と財務諸表 

ポストフィナンスの財務諸表は 2015 年度より、従来の BAG Bank Accounting 

Guideline（art. 23-27 Banking Ordinance, FINMA Circular 2008/2 ñAccounting ï 

Banksò）に代えて連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market Supervisory 

Authority, FINMA）が発表する銀行会計規則（Accounting Rules for Banks, ARB）に

準拠して作成されている68。 

2017 年度は、①マイナス金利の継続により預貸業務の収益が悪化したこと、②競争

の激化によりインターネット口座数がほぼ横ばいにとどまったこと、③同行はシステム

上重要な銀行であるが、その安定化計画のため Letter of comfort(LOC)を発行する必要が

生じ、補償金負担が発生し、コスト増となったことなどから、減益となった。 

  

                                                   
68 親会社のスイスポストの財務諸表は、国際会計基準（International Financial Reporting Standards、IFRS）に準拠して作
成されている。 
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図表 15：ポストフィナンスの貸借対照表 

  
（出所）ポストフィナンス ñAnnual Reportò（2017 年）をもとに作成 

 

CHF million 2016/12/31 2017/12/31

Assets

Liquid assets 37,453 38,476

Amounts due from banks 4,397 4,823

Amounts due from securities financing transactions 84 24

Amounts due from customers 13,169 12,173

Mortgage loans 0 0

Trading portfolio assets - -

Positive replacement values of derivative financial instruments 65 43

Other financial instruments at fair value - -

Financial investments 61,742 62,819

Accrued income and prepaid expenses 598 556

Participations 101 122

Tangible fixed assets 1,259 1,223

Intangible assets 1,200 1,000

Other assets 311 374

Total assets 120,379 121,633

Total subordinated claims 1 13

of which subject to mandatory conversion and/or debt waiver － －

Liabilities

Amounts due to banks 2,406 543

Liabilities from securities financing transactions 723 －

Amounts due in respect of customer deposits 109,709 113,292

Trading portfolio liabilities － －

Negative replacement values of derivative financial instruments 268 728

Liabilities from other financial instruments at fair value － －

Cash bonds 114 93

Bond issues and central mortgage institution loans － －

Accrued expenses and deferred income 138 108

Other liabilities 8 6

Provisions 20 45

Reserves for general banking risks － －

Bankôs capital 2,000 2,000

Statutory capital reserve 4,682 4,682

of which tax-exempt capital contribution reserve 4,682 4,682

Statutory retained earnings reserve － －

Voluntary retained earnings reserves － －

Profit carried forward － －

Profit 311 136

Total liabilities 120,379 121,633

Total subordinated liabilities － －

of which subject to mandatory conversion and/or debt waiver － －
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図表 16：ポストフィナンスの損益計算書 

 
（出所）ポストフィナンス ñAnnual Reportò (2017 年）をもとに作成 

 

 

  

CHF million 2016 2017

Interest and discount income 175 171

Interest and dividend income from trading portfolios － －

Interest and dividend income from financial investments 790 689

Interest expense -44 4

Gross result from interest operations 921 864

Changes in value adjustments for default risks and losses from interest

operations
21 40

Net result from interest operations 942 904

Commission income from securities trading and investment activities 40 47

Commission income from lending activities 16 20

Commission income from other services 633 626

Commission expense -462 -438

Result from commission business and services 227 255

Result from trading activities and the fair value option 211 222

Result from the disposal of financial investments 28 67

Income from participations 2 2

Result from real estate 68 80

Other ordinary income 158 100

Other ordinary expenses － -20

Other result from ordinary activities 256 229

Operating income 1,636 1,610

Personnel expenses -488 -512

General and administrative expenses -516 -554

Operating expenses -1,004 -1,066

Value adjustments on participations and depreciation and amortization

of tangible fixed assets and intangible assets
-275 -369

Changes to provisions and other value adjustments, and losses -8 -9

Operating result 349 166

Extraordinary income 74 10

Extraordinary expenses -29 -

Changes in reserves for general banking risks － -

Taxes -83 -40

Profit 311 136
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図表 17：スイスポストの連結損益計算書（セグメント別） 

 
（出所）スイスポスト ñAnnual Reportò（2011～2017）をもとに作成 

  

Consolidated  Income Statement 2011/12 2012/12 2013/12 2014/12 2015/12 2016/12 2017/12

Total operating income 8599 8582 8470 8457 8224 8118 7930

(y /y ) -2% 0% -1% 0% -3% -1% -2%

Net sales from logistics serv ices 537 7 551 2 541 2 5533 5445 5406 5265

Net sales from resale merchandise 57 9 550 548 553 51 5 508 459

Income from financial serv ices 2439 2348 2307 21 94 2062 2053 1 97 8

Other operating income 204 1 7 2 203 1 7 7 202 221 228

Resulte by business segment

PostMail 31 41 31 03 2959 2887 2820 2906 27 7 9

Swiss Post International

Swiss Post Solutions 549 547 61 6 659 609 558 551

Postal-Network 1 7 06 1 689 1 592 1 663 1 601 1 1 96 1 1 02

Post-Logistics 1 501 1 535 1 581 1 562 1 552 1 57 2 1 61 8

Post-Finance 2451 2362 237 7 2261 21 43 21 55 2088

PostBus 7 1 9 7 7 8 81 2 835 849 923 836

Other 945 97 0 897 886 941 91 9 889

Consolidation -241 3 -2402 -2364 -2296 -2291 -2041 -1 933

Proportion: business segment

PostMail 37% 36% 35% 34% 34% 36% 35%

Swiss Post International 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Swiss Post Solutions 6% 6% 7% 8% 7% 7% 7%

Postal-Network 20% 20% 19% 20% 19% 15% 14%

Post-Logistics 17% 18% 19% 18% 19% 19% 20%

Post-Finance 29% 28% 28% 27% 26% 27% 26%

PostBus 8% 9% 10% 10% 10% 11% 11%

Other 11% 11% 11% 10% 11% 11% 11%

Consolidation -28% -28% -28% -27% -28% -25% -24%

Total operating expenses -7,691 -7,692 -7,229 -7,654 -7,348 -7,484 -7,357

(y /y ) -2% 0% -6% 6% -4% 2% 0%

Personnel expenses -4026 -41 31 -37 01 -41 08 -4022 -4034 -3989

Resale merchandise and serv ice ex penses -1 520 -1 556 -1 561 -1 602 -1 529 -1 589 -1 559

Expenses for financial serv  ices -7 28 -586 -492 -501 -266 -257 -1 7 4

Depreciation and impairment -293 -31 2 -333 -329 -336 -447 -467

Other operating ex penses -1 1 24 -1 1 07 -1 1 42 -1 1 1 4 -1 1 95 -1 1 57 -1 1 68

Operating profit 908 890 1241 803 876 704 573

(Oper a t in g  pr oft i m a r g in ) 10.6% 10.4% 14.7% 9.5% 10.7% 8.7% 7.2%

Results by business segment

PostMail 251 1 7 8 491 334 383 31 7 37 0

Swiss Post International

Swiss Post Solutions 1 1 3 1 5 1 2 1 6 20 25

Postal-Network -1 51 -1 20 -1 1 0 -1 00 -1 00 -1 93 -1 59

Post-Logistics 1 62 1 52 1 89 1 41 1 52 1 1 7 1 1 9

Post-Finance 591 627 588 382 463 542 549

PostBus 33 6 65 30 33 36 -69

Other 1 1 44 3 4 -7 1 -1 35 -201

Consolidation 0 0 0 0 0 0 0

Proportion: business segment

PostMail 28% 20% 40% 42% 44% 45% 65%

Swiss Post International 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Swiss Post Solutions 1% 0% 1% 1% 2% 3% 4%

Postal-Network -17% -13% -9% -12% -11% -27% -28%

Post-Logistics 18% 17% 15% 18% 17% 17% 21%

Post-Finance 65% 70% 47% 48% 53% 77% 96%

PostBus 4% 1% 5% 4% 4% 5% -12%

Other 1% 5% 0% 0% -8% -19% -35%

Consolidation 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Financial income 24 22 14 12 22 1 8 24

Financial expense -1 9 -23 -93 -57 -69 -64 -67

Net income from associates and joint v entures 1 2 1 0 7 1 6 1 2 7 -1 0

Group profit  before tax 925 899 1169 774 841 665 520

Income tax -21 -40 582 -1 36 -21 0 -1 07 -1 45

Group profit 904 859 1751 638 631 558 375

(Gr ou p pr ofit  m a r g in ) 11% 10% 21% 8% 8% 7% 5%
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第 4 章 リテール金融機関の特徴 

スイスのリテール金融機関としては、地域・貯蓄銀行（regional banks and savings 

banks）、信用協同組合の形態をとるライファイゼンバンク（Raiffeisen banks）、ポ

ストフィナンス（PostFinance Ltd.）の 3 つが挙げられる。これら全ての金融機関は、

連邦議会に直結した連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market Supervisory 

Authority, FINMA）の監督下に置かれている。 

 

1. ポストフィナンス（PostFinance Ltd.） 

(1)  ポストフィナンスの特徴 

ポストフィナンスは、同国内の商業用の支払送金・決済の大半を処理する国内最大

の送金・決済機関である。資産規模では、スイス第 7 位の銀行に相当する。 

2017 年 12 月期のポストフィナンスの収益構造を銀行全体と比較すると、資金利益

（net result from interest operations）の営業収益に占める比率が 56.1％と、銀行全体

（37.6％）を大きく上回っていることが窺える。これらの特徴は、州立銀行、地域・

貯蓄銀行、ライファイゼンバンク等、リテール金融を主業務とする銀行に共通して見

られる傾向である。リテール金融機関のなかでは、決済業務や投資運用業務を強化す

る施策のもと、相対的に資金益以外の収益比率は高い。他方で、大銀行は M&A のア

ドバイザリー料や資産運用のコンサルティング料等、利子以外の収益機会が多い傾向

にあることが指摘される。 

 

図表 18：業態別の収益構造の比較（2017 年 12 月末） 

 
（注）業態の分類はスイス国立銀行に基づく。ポストフィナンスは「その他の銀行機関」に分類されるが、

単独で抽出した 

（出所）スイス国立銀行ウェブサイト 

https://data.snb.ch/en/topics/banken#!/cube/baerfrechua?fromDate=2016&toDate=2017&dimSel=D0(E

RZ1,ERK1,ERH,UER1),BANKENGRUPPE(A30,G10,G15,G20,G25)、ポストフィナンス  ñAnnual Report 

2017òをもとに作成 

 

 

Net result

from interest

operations

Result from

commission

business and

services

Result from

trading

activities and

the fair value

option

Other result

from

ordinary

activities

国内銀行合計 100.0% 37.6% 35.2% 12.5% 14.6%

大銀行 100.0% 28.6% 34.0% 13.8% 23.6%

州立銀行 100.0% 62.3% 22.4% 10.6% 4.7%

地域・貯蓄銀行 100.0% 74.5% 16.9% 4.9% 3.7%

ライファイゼンバンク 100.0% 70.8% 11.9% 6.8% 10.4%

ポストファイナンス 100.0% 56.1% 15.8% 13.8% 14.2%

Total

income
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(2) 金融市場の中でのポストフィナンスの競争力 

 

図表 19：ポストフィナンスの預金残高と市場シェアの推移 

 

 
（注）各年 12 月末。ポストフィナンスの預金残高は、年度に応じて以下の値を採用した 

・2015-17 年度：ポストフィナンスñAnnual Reportò 上の ñAmounts due in respect of customer depositsò 

・2013-14 年度：ポストフィナンス ñAnnual Reportò上の ñAmounts due to customers as savings and investmentsò及び 

ñOther amounts due to customersòの計数 

・2007-2012 年度：スイスポスト ñAnnual Reportò上の ñCustomer Depositsò 

（出所）ポストフィナンス ñAnnual Reportò、スイス国立銀行ウェブサイトをもとに作成 

 

① 預金残高、融資残高等に占めるポストフィナンスの位置づけ 

2017 年 12 月末のポストフィナンスの預金残高（amounts due in respect of customer 

deposits）は 1,133 億スイスフランである。2017 年 12 月末現在、スイス金融機関全体

に占めるシェアは 6.2%である。2007 年から 2012 年にかけて預金残高は急速に上昇し

たが、その後は 1,100 億スイスフラン程度で落ち着いている。 

② 預金利子、預金条件、融資条件等の現状 

スイスの政策金利は（ロンドン銀行間取引金利（London Interbank Offered Rate, 

LIBOR）3 ヵ月物のターゲットレンジはマイナス 1.25%－マイナス 0.25%であるため、

銀行の預金金利は総じて低い。ポストフィナンスの預金金利は 2017 年 1 月 1 日に改訂

され、個人口座（private account）で利子が付かず、貯蓄口座（saving account）も 0.05％

に過ぎないことに変更はないが、貯蓄口座で 0.05％の預金金利が適用されるのは預入

額上限が50万スイスフランから25万スイスフランへと大幅に引き下げられた。他方、 

これまでポストフィナンスは、若年層向けの個人口座に 0.50%の金利を適用していた

が、0.25%に引き下げ、大銀行の UBS スイスもゼロから 0.25%に引き上げたため両者

の差はなくなった。(図表 14)。2017 年 2 月 1 日より、個人顧客で預金残高（private

と saving 口座合算）が 100 万スイスフランを超える部分に対して 1%の手数料を徴収

し始めた。 
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③ 提供商品の現状 

ポストフィナンスでは、個人向けの商品として、①オンライン用口座、若者対象口

座等（youth account、student account）の口座サービス、②支払・決済サービス、③

退職計画に関連した生命保険や退職年金サービス、④オンラインサービス（e-finance）、

⑤クレジットカード、⑥提携金融機関の住宅ローン等が提供されている。 

 

2. 地域・貯蓄銀行（regional banks and savings banks） 

(1)  地域・貯蓄銀行の特徴 

2017 年 12 月末の地域・貯蓄銀行の国内店舗数は 360 店舗で、上位 2 行はともに資

産規模が 200 億スイスフランを上回っているが、3 位行以下は 100 億スイスフラン未

満と規模の小さい銀行が多い。地域・貯蓄銀行数やその店舗数は減少傾向にあり、2010

年から 2017 年までの 7 年間で、銀行数は 7 行、店舗数は 35 店舗減少している。 

 

トピックス：Valiant Bank 

Valiant Bank は首都ベルンの駅前に本店を構える地域・貯蓄銀行の最大手で、ベル

ンに本拠地を置いていた銀行 3 行が合併し、更に中小の銀行を吸収合併して規模を拡

大してきた。現在 84 支店に 900 人以上の従業員を擁する。従業員のうち過半数の 500

人以上がアドバイザーとして顧客と接する。営業地域はベルンと周辺のルツェルン、

アーラウが多く、チューリヒやジュネーブには大銀行が強いこともあって積極的に進

出していない。スイス証券取引所に上場する株式会社で、株主の多くは国内投資家で

ある。 

主要な顧客は個人と中小企業で、顧客から集めた預金を主に住宅ローン（総資産の

88％）として貸し付ける伝統的な銀行サービスを軸としている。預金残高は 183 億ス

イスフラン（2.1 兆円：1 フラン＝114 円として換算）、貸出残高は 221 億スイスフラ

ン（2.5 兆円）であり、預貸比率が 100％を超えており、預金残高を超える分は主に債

券発行で調達している。債券発行残高 47 億スイスフランの 9 割弱に相当する 42 億ス

イスフランが、マイナス金利の影響で低利で調達可能なモーゲージ債（住宅ローン担

保債券）である。 

規制上直接貸付を行えないポストフィナンスと住宅ローン商品提供において提携し

ており、ポストフィナンスのブランド名を冠した商品を同社の窓口で販売している。 

（2016 年 11 月の Valiant Bank へのヒアリング及び同ヒアリング時における Valiant 

Bank の提供資料に基づく） 
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(2) 金融市場の中での地域・貯蓄銀行の競争力 

地域・貯蓄銀行の収益構造の特徴は、資金利益の比率が高いことである。2017 年 12

月末の営業収益に占める比率は 74.5％と、銀行全体（37.6％）の約 2 倍の水準にある。 

 

図表 20：地域・貯蓄銀行の国内店舗数 

 
（注）各年 12 月末 

（出所）スイス国立銀行 ñBanks in Switzerland 2017òをもとに作成 

 

3. ライファイゼンバンク・グループ（Raiffeisen banks） 

(1)  ライファイゼンバンク・グループの特徴 

ライファイゼンバンク・グループは、中央機関のライファイゼン・スイスと 255 の

個別ライファイゼンバンクから構成されている69。国内支店（個別ライファイゼンバン

クの支店）数は 628 支店で、過去 3 年間で 54 店舗減少した（2017 年 12 月末）。全体

の店舗数も 1995 年 12 月末の 1,337 をピークに減少が続き、2017 年 12 月末には 912

にまで減少しているが、それでも銀行業態別には最大の店舗数を占め、更に資産規模

でも大銀行に次いで国内第 4 位と、大手金融機関の一つである。 

 

(2) 金融市場の中でのライファイゼンバンク・グループの競争力 

ライファイゼンバンク・グループの収益構造の特徴は、地域・貯蓄銀行同様に、資

金利益の比率が高いことである。2017年 12月期の営業収益に占める比率は 70.8％と、

銀行全体（37.6%）の 2 倍弱の水準にあり、業態別でも地域・貯蓄銀行に次いで 2 番

目に高い水準にある。 

 

 

                                                   
69 スイス中央銀行の統計上、ライファイゼンバンクは機関数 1、拠点数 899 の銀行業態とされる。(2017 年 12 月末)ライフ
ァイゼンバンク・グループ の発表したñKey Figuresòによれば、2017 年 12 月末現在、ライファイゼン・スイス本店(1)と支店
(6)、サブブランチ(10)、同行が買収した Notenstein La Roche Ltd.のサブブランチ(13)及び個別ライファイゼンバンク(255)
とその支店(628)で合計 912 である。 
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図表 21：ライファイゼンバンクの国内店舗数と銀行店舗数に占めるシェア 

  
 

（注）各年 12 月末 

（出所）スイス国立銀行 ñBanks in Switzerland 2017òをもとに作成 

 

ライファイゼンバンクは競争力強化のため、①既存顧客に対するサービスの質の一

段の向上、②貯蓄と住宅ローン中心のビジネスモデルから手数料収入を主要収益源と

するビジネスモデルへの転換、③デジタル化や中央機関への権限集中を通じた生産性

の向上、④企業文化の強化（価値中心のリーダーシップ：value-oriented leadership、

女性活用：シニア層・経営陣の 26％を女性とする、フルタイム・パートタイム間の待

遇差の撤廃、産育休の徹底等）を 4 本柱とした改革を実行中である70。 

 

4. 家計・非営利団体の金融資産の動向 

スイスの家計・非営利部門の金融資産構成比をみると、預金（当座預金・普通預金、

その他預金等）は 33.6％を占めている（2016 年 12 月末）。2006 年 12 月末以降、預

金の比率は 27.3％から 2016 年 12 月末までに 6.3 ポイント上昇した。構成比は価格変

動の大きい株式の動向に影響を受けるものの、2006 年 12 月末から 2016 年 12 月末に

かけて株式（13.8％→12.5％）、投資信託（11.1％→10.2％）、債券（8.2％→3.9％）

の比率が低下している。なお、2015 年の統計からストラクチャー商品は債券の内数に

入っている。 

 

 

 

                                                   
70 2016 年 11 月のライファイゼン・スイスへのヒアリングに基づく。 
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図表 22：スイスの家計・非営利団体の金融資産の推移 

 
（出所）スイス国立銀行ウェブサイト 

 

5. 金融システム全体におけるリテール金融機関の位置付け 

スイスのリテール金融機関に該当する銀行の資産規模は総じて小さい。金融機関の

業態別に総資産を比較すると、①大銀行の 5行はいずれも 1,000億スイスフラン以上、

②州立銀行は全 24 行中の 16 行が 100 億～500 億スイスフラン、③リテール金融機関

では、ライファイゼンバンクやポストフィナンスの総資産は 1,000 億スイスフラン以

上であるが、地域・貯蓄銀行の 62 行中の 53 行が 2.5 億～50 億スイスフランと小規模

である（2017 年 12 月末）。 

スイス国立銀行の統計（Banks in Switzerland 2014）によると、2014 年 12 月末の預

金残高（amounts due to customers [in the form of savings and deposits]）は約 6,400

億スイスフラン。過去 20 年の推移をみると、1995 年から 2007 年までは 3,000 億ス

イスフラン前後で推移していたが、以降、年率 9.7％のペースで増加している。特に

2013 年に、ポストフィナンスが銀行ライセンスを取得し、「その他の銀行」として統

計に含まれた影響が大きい。なお、2012 年 12 月末から 2013 年 12 月末にかけて、「そ

の他の銀行」の預金残高は 449 億スイスフラン増えているが、ポストフィナンスの預

金残高は 426 億スイスフランであることから、当該変動の殆どはポストフィナンスで

あったと推察される。 

銀行の預金残高は合計 1 兆 7,881 億スイスフランで、うちリテール金融機関合計

3,534 億スイスフラン（ポストフィナンス：1,133 億スイスフラン、地域・貯蓄銀行：

791 億スイスフラン、ライファイゼンバンク：1,610 億スイスフラン）の占める割合は

19.8％であった（2017 年 12 月末）。 

 

 

 

 

 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

1893 1960 1818 1934 1972 2011 2108 2221 2317 2354 2445

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

27.3% 27.4% 29.5% 28.9% 30.2% 31.8% 32.4% 32.3% 32.1% 32.0% 33.6%

現金 1.3% 1.3% 1.5% 1.5% 1.6% 1.7% 1.8% 1.8% 1.8% 2.0% 2.1%

譲渡性預金 7.8% 7.4% 8.4% 9.4% 10.1% 10.9% 11.4% 11.8% 12.0% 12.2% 13.4%

その他の預金 18.1% 18.8% 19.6% 18.1% 18.5% 19.2% 19.2% 18.7% 18.3% 17.9% 18.1%

8.2% 8.8% 8.7% 8.6% 7.4% 6.6% 6.1% 5.2% 4.8% 4.1% 3.9%

短期債券 0.2% 0.3% 0.4% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

長期債券 5.8% 5.9% 6.8% 7.0% 5.9% 5.3% 5.0% 4.1% 3.8% 3.2% 3.0%

ストラクチャー商品 2.3% 2.6% 1.5% 1.5% 1.4% 1.2% 1.1% 1.1% 1.0% 0.9% 0.9%

13.8% 12.9% 9.3% 10.9% 10.9% 10.6% 10.8% 12.0% 12.3% 12.1% 12.5%

11.1% 11.5% 8.9% 9.3% 9.2% 8.3% 8.5% 8.8% 9.5% 9.7% 10.2%

39.5% 39.4% 43.6% 42.2% 42.3% 42.7% 42.2% 41.6% 41.3% 42.1% 43.6%

損害保険の技術的準
備金

3.0% 3.1% 3.5% 3.3% 3.3% 3.3% 3.1% 2.9% 2.9% 2.8% 2.8%

生保掛金 5.6% 5.3% 5.6% 5.3% 5.2% 5.1% 4.9% 4.7% 4.4% 4.3% 4.3%

年金掛金 30.9% 30.9% 34.6% 33.5% 33.8% 34.3% 34.2% 33.9% 34.1% 35.0% 36.5%

債券

株式・エクイティ（除
く投信）

投資信託

保険・年金

構成比

現金預金

金融資産合計
(10億スイスフラン)
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図表 23：業態別にみた総資産の規模別分布（2017 年 12 月末） 

（注）個別プライベート・バンクの総資産額は出所に記載されていない 

（出所）スイス国立銀行 ñBanks in Switzerland 2017òをもとに作成 

 
 

図表 24：【参考】業態別預金残高（2014 年まで） 

 
（注）2015 年度から銀行会計基準が変更になったため、2015 年の計数を含まない 

（出所）スイス国立銀行ñBanks in Switzerland 2014òをもとに作成 

 

次に業態別の収益構造を見ると、リテール金融機関のなかで特に地域・貯蓄銀行と

ライファイゼンバンクについては、住宅ローン特化型ビジネスモデルである。住宅ロ

ーンを総資産対比で見てみると現状 80%程度を占め、歴史的に見ても高水準であり、

他業態との比較においても非常に高い。ゆえに資金利鞘に大きく依存している。ライ

ファイゼンバンクの 2017 年決算書によると、マイナス金利導入の影響もあり資金利鞘

は 2012 年の 1.3%から 2017 年には 1.0%へと低下している。 

ちなみに BISのグローバル金融システム委員会が 2018年 7月に出した報告書71では

低金利長期化と金融システムの脆弱性について述べられている。その中でスイスのリ

テール銀行が取り上げられ、今後の金利動向が収益に与える影響についてシミュレー

ション分析がなされている。ベースラインシナリオとしてゆっくりと金利が上昇する

場合には今後 5 年でリテール銀行の収益は 2016 年末水準に対しおよそ 2 倍となる。一

                                                   
71 CGFS Papers No61「Financial stability implications of a prolonged period of low interest rates」 

業態 ~1億 1~2.5億 2.5~5億 5~10億 10~50億 50~100億 100~500億 500~1,000億 1,000億~ その他 合計

大銀行 5 5

州立銀行 5 2 16 1 24

地域・貯蓄銀行 3 2 14 20 19 2 2 62

ライファイゼンバンク 1 1

外国銀行 1 12 12 17 20 9 5 76

外銀支店 6 0 1 4 8 4 23

ストック・エクスチェンジ・バンク 4 10 8 5 9 2 4 1 43

その他 2 2 1 4 2 2 1 14

合計 14 26 37 47 65 17 33 1 8 248

プライベート・バンク 6 6

総計 14 26 37 47 65 17 33 1 8 6 254
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方、低金利が長期化するシナリオ（low-for-long）では、資金利鞘の更なる縮小により

ベースラインケースより収益はかなり減少する。金利が急上昇するシナリオ（snapback）

では、ファンディングコストとクレジットコストの上昇により収益は大幅に悪化し、

住宅価格の下落を伴えば収益環境はさらに厳しくなる。 

いずれのシナリオにおいても現在の資本は損失を十分に吸収できるとしてはいるも

のの、銀行がリスクを増やしたり、資本が毀損したり、正常化の過程で金利が急騰す

れば、環境は急変するとして警鐘を鳴らしている。リテール銀行はビジネスモデルの

転換が課題として認識はされているが、早急に対策を打つ必要がありそうである。 

 

図表 25：住宅ローン総資産比率 

  
 

（出所）スイス国立銀行 "Bank in Switzerland 2017"をもとに作成 

 

図表 26：住宅ローン残高と住宅価格 

  
 

（出所）スイス国立銀行 "Bank in Switzerland 2017"、BIS 統計をもとに作成 
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さらに店舗展開について見ると、2016 年 11 月時点で、ポストフィナンスはスイス

国内に 102 店舗（うち支店 43）展開しており、大部分の金融サービスは、1,464 ある

郵便局を通じて提供されていた72。2018年 3 月、店舗数は 100 店舗へと減っているが、

地域別では、ベルン州 16 店舗、チューリヒ州 13 店舗、ボー州 9 店舗の順に多い。他

の業態と比較をすると、人口の多いチューリヒやジュネーブ等では大銀行が、首都ベ

ルンでは地域・貯蓄銀行の店舗数が相対的に多く、存在感を示している。 

比較的人口が少ない地域での店舗シェアが高い業態は、州立銀行とライファイゼン

バンクである。進出エリア別では業態別にある程度棲み分けられていると言えよう。 

 

 

図表 27：州別の店舗数と業態別の店舗数構成比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
72 2016 年 11 月のポストフィナンスへのヒアリングに基づく。 

1    Zurich 243 13 230 397 91 72 44 40 150

2    Berne 298 16 282 369 54 58 126 93 38

3    Lucerne 100 2 98 122 12 25 26 46 13

4    Uri 19 1 18 16 2 9 0 5 0

5    Schwyz 37 1 36 67 10 24 6 17 10

6    Obwalden 9 0 9 20 2 9 1 8 0

7    Nidwalden 11 1 10 20 3 8 1 8 0

8    Glarus 19 1 18 16 2 6 5 2 1

9    Zug 19 1 18 42 6 14 1 14 7

10    Fribourg 99 5 94 110 15 27 9 49 10

11    Solothurn 82 4 78 102 7 6 24 55 10

12    Basel-Stadt 28 2 26 75 19 18 2 2 34

13    Baselland 57 3 54 59 15 20 2 19 3

14    Schaffhausen 26 1 25 29 4 5 11 3 6

15    Appenzell  Ausserrhoden 22 1 21 12 3 2 1 6 0

16    Appenzell  Innerrhoden 2 0 2 10 1 4 0 5 0

17    St Gallen 137 6 131 189 20 36 25 77 31

18    Graubünden 136 6 130 126 15 56 0 39 16

19    Aargau 184 7 177 203 20 30 58 80 15

20    Thurgau 75 3 72 86 10 30 0 42 4

21    Ticino 160 6 154 183 34 20 0 64 65

22    Vaud 196 9 187 214 32 68 10 63 41

23    Valais 138 4 134 208 33 49 2 108 16

24    Neuchâtel 53 2 51 52 10 12 2 14 14

25    Geneva 71 3 68 163 37 21 0 17 88

26    Jura 43 2 41 47 4 12 4 24 3

Total 2,264 100 2,164 2,937 461 641 360 900 575

ポストフィナンス拠点数 銀行合計

店舗 大銀行 州立銀行 地域・貯 蓄銀
行

ライファイゼ
ン バンク

郵便局/

簡易局

その他の銀行
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（注）州別のポストフィナンス店舗数は 2018 年 6 月 1 日時点。銀行の店舗数及び構成比は原則 2017 年末時点。 

・銀行の店舗数には、支店のほかに出張所（representative offices）、登記上の事務所（registered offices）も含まれる。 

なお、2016 年から外国銀行、外銀支店、プライベートバンク等の明細が未発表となった。 

 ポストフィナンスの店舗数は、店舗検索結果(100)を採用（閲覧日：2018 年 6 月 1 日） 

・図表下の構成比は、各州の店舗数合計に占める、各業態の店舗数の比率。但し、ポストフィナンスの店舗数合計はスイス国立銀行の分

類と異なるため、ポストフィナンス分については①支店のみ構成比を算出(上記の通り時期も異なる)。 

・図中のシャドー（構成比）は各業態のスイス全体に占める構成比（Total）の 1.2 倍以上となっている州を示す 

・図中のシャドー（州名）は、全業態での店舗数（銀行合計）が 100 ヵ所以上ある州を示す 

（出所）スイス国立銀行 ñBanks in Switzerland 2017ò、ポストフィナンスのウェブサイトをもとに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1    Zurich － 3.3% － 100.0% 22.9% 18.1% 11.1% 10.1% 37.8%

2    Berne － 4.3% － 100.0% 14.6% 15.7% 34.1% 25.2% 10.3%

3    Lucerne － 1.6% － 100.0% 9.8% 20.5% 21.3% 37.7% 10.7%

4    Uri － 6.3% － 100.0% 12.5% 56.3% 0.0% 31.3% 0.0%

5    Schwyz － 1.5% － 100.0% 14.9% 35.8% 9.0% 25.4% 14.9%

6    Obwalden － 0.0% － 100.0% 10.0% 45.0% 5.0% 40.0% 0.0%

7    Nidwalden － 5.0% － 100.0% 15.0% 40.0% 5.0% 40.0% 0.0%

8    Glarus － 6.3% － 100.0% 12.5% 37.5% 31.3% 12.5% 6.3%

9    Zug － 2.4% － 100.0% 14.3% 33.3% 2.4% 33.3% 16.7%

10    Fribourg － 4.5% － 100.0% 13.6% 24.5% 8.2% 44.5% 9.1%

11    Solothurn － 3.9% － 100.0% 6.9% 5.9% 23.5% 53.9% 9.8%

12    Basel-Stadt － 2.7% － 100.0% 25.3% 24.0% 2.7% 2.7% 45.3%

13    Baselland － 5.1% － 100.0% 25.4% 33.9% 3.4% 32.2% 5.1%

14    Schaffhausen － 3.4% － 100.0% 13.8% 17.2% 37.9% 10.3% 20.7%

15    Appenzell  Ausserrhoden － 8.3% － 100.0% 25.0% 16.7% 8.3% 50.0% 0.0%

16    Appenzell  Innerrhoden － 0.0% － 100.0% 10.0% 40.0% 0.0% 50.0% 0.0%

17    St Gallen － 3.2% － 100.0% 10.6% 19.0% 13.2% 40.7% 16.4%

18    Graubünden － 4.8% － 100.0% 11.9% 44.4% 0.0% 31.0% 12.7%

19    Aargau － 3.4% － 100.0% 9.9% 14.8% 28.6% 39.4% 7.4%

20    Thurgau － 3.5% － 100.0% 11.6% 34.9% 0.0% 48.8% 4.7%

21    Ticino － 3.3% － 100.0% 18.6% 10.9% 0.0% 35.0% 35.5%

22    Vaud － 4.2% － 100.0% 15.0% 31.8% 4.7% 29.4% 19.2%

23    Valais － 1.9% － 100.0% 15.9% 23.6% 1.0% 51.9% 7.7%

24    Neuchâtel － 3.8% － 100.0% 19.2% 23.1% 3.8% 26.9% 26.9%

25    Geneva － 1.8% － 100.0% 22.7% 12.9% 0.0% 10.4% 54.0%

26    Jura － 4.3% － 100.0% 8.5% 25.5% 8.5% 51.1% 6.4%

Total － 3.4% － 100.0% 15.7% 21.8% 12.3% 30.6% 19.6%

ポストフィナンス拠点数 銀行合計

店舗 大銀行郵便局/

簡易局

州立銀行 地域・貯 蓄銀
行

ライファイゼ
ン バンク

その他の銀行
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第 5 章 最近の金融動向と今後の展望 

 

1. 最近の金融動向等 

(1)  銀行経営健全性に係る新規制の導入 

スイスでは近年銀行の経営健全性に関する規制の策定・導入が進められている。直

近の動きとして、2016 年 7 月より、グローバルにシステム上重要な銀行（globally 

systemically important banks, G-SIBs）に対して TBTF2 と呼ばれる規制が適用された。

TBTF は 「too big to fail」の頭字語で、巨大な銀行が一国の経済や金融システムに果

たす役割や破綻時の影響の大きさから、経営上のリスクが高くても政府が「大きすぎ

てつぶせない」状態を指す。このような銀行には経営改善のインセンティブが働きに

くく、政府もこのような銀行が経営危機に陥った場合、公的資金を注入して救済を行

うため、納税者が銀行の経営リスクを負担することになる。 

GDP の規模に比して巨大な大銀行を抱えるスイスでは、暗黙の政府保証が市場の歪

みをもたらすとして、スイス政府は 2012 年に銀行の経営健全性やリスクに関する

TBTF 規制を導入した。今回バーゼルⅢをはじめとする国際的な規制の潮流に適合する

ように制度を改めたものが TBTF2 規制である。TBTF2 規制では銀行を存続させるこ

とを前提とするシナリオ（going concern）と、銀行の清算時にシステム上重要な事業

のみを継続させるシナリオ（gone concern）の両面から、破綻リスクに対処する資本

の積み増し等が求められる73。 

グローバルにシステム上重要な銀行として、特にこの規制が適用される大銀行グル

ープは、いずれも国内銀行部門を分社化し、リスク資産に対するコア資本（普通株式

等 Tier1：common equity tier1, CET1）の比率を増強する姿勢を示した。UBS グループ

は 2015 年に国内事業部門を UBS スイス（UBS Switzerland AG）として分社化した。

クレディ・スイス・グループも国内ユニバーサルバンキング部門を分社化し、Credit 

Suisse (Schweiz) AG として 2016 年第 1 四半期に銀行免許を取得した。同年第 3 四半

期に営業を開始し、2017 年を目途に部分的に上場する予定であった74。しかしながら、

2017 年 4 月クレディ・スイスは第 1 四半期決算の発表で Credit Suisse（Schweiz）AG

の IPO による 40 億スイスフランの資金調達を取りやめ、代わりに rights issue(新株予

約権無償割当)を計画していることを発表した75。この組織改革は、連邦金融市場監督

機構（Swiss Financial Market Supervisory Authority, FINMA）の要求する水準以上に

銀行が自行の清算可能性を高めることで、政府から賦課される健全性規制が緩和され

ることを狙ったものである。連邦銀行法（Swiss Federal Act on Banks and Savings 

Banks, Banking Act, BA）では、規制緩和の要件として、①業務ユニットと法人として

の形態（リーガル・ストラクチャー）の一致等、②法人間の株式持ち合いの削減、③

オペレーションの分離等が規定されているが、UBS グループやクレディ・スイス・グ

                                                   
73 スイス国立銀行 ñFinancial Stability Report 2016ò 
神山哲也「スイス版 TBTF 規制への対応を兼ねたクレディ・スイスの新経営戦略」（野村資本市場研究所『野村資本市場ク
オータリー』2016 Winter） 
74 Credit Suisse ñCredit Suisse accelerates its restructuringò（2016 年 3 月 23 日） 
https://www.credit-suisse.com/ch/en/about-us/media/news/articles/media-releases/2016/03/en/accelerates-restructurin

g-global-markets.html 
75 Credit Suisse Credit Suisse Group announces 1Q17 results (2017 年 4 月 26 日) 
https://www.credit-suisse.com/corporate/en/articles/media-releases/1q17-press-release-201704.html 
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ループの国内部門分社化①の要件充足を意図したものである76。 

TBTF2 規制上の going-concern CET1 比率は 2018 年第 1 四半期時点で、クレディ・

スイスは 15.6％、UBS は 16.4％であり両グループともに必要とされる 14.3％を上回っ

ている。しかしながら、going-concern レバレッジ比率はクレディ・スイスは 4.6％、

UBS は 4.7％であり必要とされる 5.0％に対して一層の改善が求められる。とは言え、

バーゼルⅢ上の所要水準である CET1 比率 8%とレバレッジ比率 3％は満たしている。 

大銀行に加えて、国内でシステム上重要な銀行（Domestically focused systemically 

important banks, DF-SIBs）についても TBTF2 規制の対象となっている。ライファイ

ゼン・グループ、チューリヒ州立銀行とポストファイナンスの 3 行である。すべての

銀行が、2017 年末時点で CET1 比率 8%とレバレッジ比率ともに所要水準を上回って

いる77（ライファイゼン・グループ:  CET1 比率 16.5%＞所要水準 14.4%、レバレッ

ジ比率 6.8%＞所要水準 4.6%、チューリヒ州立銀行: 同 17.6%＞13.5%、同 6.4%＞4.5%、

ポストファイナンス: 同 17.1%＞12.9%、同 4.7%＞4.5%）。 

 

(2) スイス国立銀行による「無制限介入」政策が終了 

2014 年、UBS による米国富裕層顧客の脱税加担が明るみに出てから、連邦金融市場

監督機構（Swiss Financial Market Supervisory Authority, FINMA）の監視が強化され

たため、スイス国内にある顧客資産の海外流出が続いていたが、欧州金融危機の中で

安全な通貨として再び海外から資産が流入するようになった。 

このようなスイスフランへの資金流入と為替レート上昇に対して、スイス国立銀行

（SNB）は 2011 年 9 月からスイスフランの対ユーロでの上昇を抑えるために外国為替

市場での「無制限介入」（1ú＝1.20 スイスフラン以上の通貨高防止）政策を導入して

いたが、2015 年 1 月 15 日に同政策を終了した78。背景には 2014 年からスイスフラン

とユーロが米ドルに対して大幅に下落したこと、またスイスフラン高が解消されたこ

とで輸出産業への影響が後退すると見込まれたことから、スイスフラン対ユーロで上

限を設定する大義は薄れたという理解がある。対ユーロの上限撤廃と同時に、スイス

国立銀行は 2015 年 1 月 22 日に開始したマイナス金利の幅を当初予定より拡大し、金

融機関から徴収する手数料は、マイナス 0.25％からマイナス 0.75％へと変更し、更に

政策金利も下げ、3 ヶ月物ロンドン銀行間取引金利（London Interbank Offered Rate, 

LIBOR）の政策金利の幅を、プラス 0.25％-マイナス 0.75 から、マイナス 0.25％-マイ

ナス 1.25%に引き下げた。 

2018 年 6 月の金融政策決定会合においても、引き続き緩和的な金融政策を継続して

いる。また、スイス国立銀行は 2017 年の決算で、主に外貨のポジションにより前年比

299 億スイスフラン増加となる 544 億スイスフランの利益を計上した79。 

 

 

 

                                                   
76 神山哲也「スイス版 TBTF 規制への対応を兼ねたクレディ・スイスの新経営戦略」（野村資本市場研究所『野村資本市場
クオータリー』2016 Winter） 
77 スイス中央銀行 ñFinancial Stability Report 2018ò 
https://www.snb.ch/n/mmr/reference/stabrep_2018/source/stabrep_2018.n.pdf  
78 「スイス中銀、スイスフラン高抑制の無制限介入終了」、『日本経済新聞』ウェブサイト版（2015 年 1 月 15 日）、「ス
イスフラン、無制限介入終了で急騰」、『日本経済新聞』ウェブサイト版（2015 年 1 月 16 日） 

79 スイス中央銀行 ñAnnual Report 2017ò https://www.snb.ch/en/iabout/pub/annrep/id/pub_annrep_2017 

https://www.snb.ch/en/iabout/pub/annrep/id/pub_annrep_2017
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(3) マイクロファイナンスなどソーシャルファイナンスの現況等 

他の EU 諸国同様、マイクロファイナンスはスイスにおいても活発である。スイス

を拠点とする、マイクロファイナンスに特化した投資アドバイザリー会社である

Symbiotics 社によれば、2016 年末主要マイクロファイナンス投資運用会社 44 社（17

ヵ国）の資産合計 126 億ドルのうち、スイスが 36%を占め首位となっている。(2 位オ

ランダ 23%、3 位ドイツ 15%、4 位米国 9%、5 位オーストリア 4%)。 

スイスの投資運用会社では、2018年 5月時点で、Blue Orchard は 2001年に設立後、

デキシア・マイクロクレジット・ファンドなどによる運用を通して 70 ヵ国、350 超の

マイクロファイナンス機関に対し約 47 億ドルを投資している。また、ResponsAbility 

は 2003 年に設立後、90 ヵ国、約 540 のマイクロファイナンス機関に対し約 30 億ド

ルを投資している80。 

国連は 2030 年までに達成する持続可能な開発目標(SDGs)を掲げている。実現には

民間資金の活用が不可欠であり、UBS のオプティムス基金は 2015 年 6 月にインドの

女子教育を支援する世界初のデベロップメント・インパクト・ボンド(DIB)に投資した

81。ジュネーブに本部を置く赤十字国際委員会は 2017 年 9 月に世界初となるヒューマ

ニタリアン・インパクト・ボンド(HIB)を発行した82。2018 年 1 月にはチューリッヒに

て連邦経財省主催のインパクトボンドと成功報酬型メカニズムについてのカンファレ

ンスが開催された83。金融セクターに強みを持ち多くの国際機関の拠点があるスイスは

ソーシャルファイナンスのリーダー的役割を果たすのふさわしい素地を備えている。 

また、スイス国内においても 2015 年 6 月にベルン州が移民をいち早く永続的に労働

市場に取り込むことを目的としたソーシャル・インパクト・ボンドを活用したパイロ

ットプロジェクトを実施している84。 

 

(4) クラウドファンディングの現況 

スイスでの最初のクラウドファンディングプラットフォームは 2008年の「Cashare」

より始まる。2018 年 4 月現在、約 43 のプラットフォームが稼働している。2014 年ま

では新規プラットフォームの参入が相次いだが、以降新規参入と撤退が混在する状況

であり選択的統合が続いている。スイスのクラウドファンディング市場は最近急速に

拡大している。2017 年は前年比ほぼ 3 倍の伸びを記録し 3 億 75 百万スイスフランの

規模である（図表 28）。 

 

 

 

 

                                                   
80 https://symbioticsgroup.com/wp-content/uploads/2017/09/Symbiotics-2017-MIV-Survey.pdf、Blue Orchard 、
responsibility ウェブサイト(閲覧日：2018 年 5 月 28 日) 
81 https://www.ubs.com/microsites/optimus-foundation/en/stories/development-impact-bond-in-education.html ウェブサ
イト(閲覧日：2018 年 7 月 6 日) 
82https://www.seco-cooperation.admin.ch/secocoop/en/home/about-us/events/archiv-events/social-impact-bond-conferen

ce-in-zurich1.html ウェブサイト(閲覧日：2018 年 7 月 6 日) 
83https://www.seco-cooperation.admin.ch/secocoop/en/home/about-us/events/archiv-events/social-impact-bond-conferen

ce-in-zurich1.html ウェブサイト(閲覧日：2018 年 7 月 6 日) 
84http://www.gef.be.ch/gef/fr/index/direktion/ueber-die-direktion/aktuell.meldungNeu.html/portal/fr/meldungen/mm/2
015/06/20150615_1458_erstmals_finanzierenprivatesozialeleistungenvor ウェブサイト(閲覧日：2018 年 7 月 6 日) 
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図表 28：スイスのクラウドファンディング残高推移 

  
 

（出所）"Crowdfunding Monitoring Switzerland 2018" Lucerne University of Applied Sciences and Arts 

 

国際的に比較すると、中国が 2040 億スイスフランと突出して大きく次に米国が 250

億スイスフランと続く。ヨーロッパ諸国では英国が 59 億スイスフラン、フランスが 4

億 86 百万スイスフラン、ドイツが 3 億 51 百万スイスフランである（図表 29）。人口

一人当たりの残高は、中国が 148 スイスフラン、米国が 78 スイスフラン、英国は 90

スイスフランと高いが、スイスは 15 スイスフラン（2017 年は 45 スイスフラン）であ

りフランス（7 スイスフラン）やドイツ（4 スイスフラン）よりも大きい。スイスのク

ラウドファンディング市場は国内市場のスケールメリットは享受できないものの、欧

州大陸での存在感を示しつつクラウドファンディング先進国へ急速にキャッチアップ

している状況と言えよう。 

 

図表 29：主要国のクラウドファンディング規模 

  

 
（注）スイスのみ 2017 年の数値を表示 

（出所）"Crowdfunding Monitoring Switzerland 2018" Lucerne University of Applied Sciences and Arts 
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2. 最近のリテール決済の動向 

(1) キャッシュレス化の現状 

国際決済銀行（BIS）傘下の決済・市場インフラ委員会（CPMI）が毎年取りまとめ

て発表している統計年報によれば85、スイスの 2016 年のデビットカード機能を持つカ

ードによる決済額は 460 億スイスフランとなり、前年（443 億スイスフラン）より増

加した。クレジットカード機能を持つカードによる決済額についても 368 億スイスフ

ランとなり、前年（349 億スイスフラン）より増加した（図表 30）。 

 

図表 30：スイスの決済額推移 

  

 
（出所）国際決済銀行 (BIS), òStatistics on payment, clearing and settlement systems in the CPMI 

countriesó（各年版）をもとに作成 86 

 

2016 年のデビットカード機能を持つカードの発行枚数は 1,049 万枚であり、前年

（1,006 万枚）より増加し、クレジットカード機能を持つカードの発行枚数も 635 万

枚となり、前年（619 万枚）から増加した（図表 31）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
85 BIS CPMI(2017), ñStatistics on payment, clearing and settlement system in the CPMI countries Figures for 2016ò,  

BIS Dec 2017, https://www.bis.org/cpmi/publ/d172.pdf 
86 https://www.bis.org/list/cpmi/sds_1/tid_57/page_1.htm 
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図表 31：スイスのカード発行枚数推移 

  

 
（出所）国際決済銀行 (BIS), òStatistics on payment, clearing and settlement systems in the CPMI 

countriesó（各年版）をもとに作成 87 

 

グローバルな比較では、一人当たりの年間カード決済額は、英国、スウェーデンに

続いてヨーロッパ第 3 位であるものの、カード決済額の対 GDP 比率はヨーロッパ 6

位である。まだ利用額が伸びる余地はありそうである。（図表 32）。 

 

図表 32：主要国クレジットカード利用状況 

  

 
（出所）国際決済銀行 (BIS), òStatistics on payment, clearing and settlement systems in the CPMI 

countries 2016ó をもとに作成 88 

 

 

                                                   
87 https://www.bis.org/list/cpmi/sds_1/tid_57/page_1.htm 
88 https://www.bis.org/cpmi/publ/d172.htm 
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世界銀行のグローバル・ファインデックスによるサーベイ調査 によると、2017 年

の 15 歳以上の大人でデビットカードを所有していると答えた人の割合は 88.5％であ

るのに対し、クレジットカードは 65.5％である（図表 33）。 

図表 33：スイスのデビットカード、クレジットカードの保有率 

  

 
（出所）世界銀行, ò The Global Findex Database 2017ó89をもとに作成  

 

(2) モバイル決済の動向 

 スイスにおけるスマートフォン決済については近年増加はしているものの、総決済

額対比では未だ少額と推測される。これは現金での支払いが好まれていること、新し

いテクノジーが浸透するのに時間がかかること、リテールセクターへのデバイスの配

布がまだ完了していないこと等が挙げられる。とは言え、代表的なモバイル決済アプ

リケーション「TWINT」のユーザーは年々増加しており、2018 年 4 月には 75 万人を

超えた90。 

ヨーロッパにおいてモバイル決済アプリケーションの普及で成功した事例としては

デンマークのダンスケ銀行の「MobilePay」が挙げられる。デンマークでは 2013 年に

アプリケーションが導入され、利用者が現在 370 万人にまで増えている。 

また、VISA が毎年実施している「Annual Digial Payments Study 2017」によると、

ヨーロッパではサーベイ調査対象（19 か国 36000 人以上のオンライン消費者）の 77%

が銀行決済や日常の支払いにモバイル端末を使用している。62%が銀行のアプリを通

してサービスを受けており、2015 年の 29%から大きく上昇している。68%がデジタ

ル・ウォレットやモバイル支払い等を利用しており、こちらも 2016 年の 63%から上

昇している。 

グローバル・ファインデックスによるサーベイ調査では、スイスで過去に何かの支

払いや購入をオンラインで行ったことがあると答えた人の割合は、2014 年の 53.5％か

ら 72.5％に上昇している（図表 34）。 

 

                                                   
89 https://globalfindex.worldbank.org/ 
90 https://www.twint.ch/en/smartphone-payment-around-world/（2018 年 7 月 4 日閲覧） 
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図表 34：スイスのオンライン決済利用状況 

  

 
（出所）世界銀行, ò The Global Findex Database 2017ó91をもとに作成  

 

スイスのオンライン売上高の比率は近年着実に増加している。2015 年より小売売上

高全体は前年対比減少しているのに対し、オンライン売上高は毎年 8%程度上昇し安定

的に推移している（図表 35）。2017 年の小売売上高全体に占めるオンライン売上高の

比率は 7.6%である（図表 36）。 

 

図表 35：スイスの小売売上高、オンライン売上高 前年対比伸び率 

  

 
（出所）ONLINE-UND VERSANDHANDELSMARKT SCHWEIZ 2017, VSV GfK をもとに作成  

 

 

 

 

                                                   
91 https://globalfindex.worldbank.org/ 

53.5%

72.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2014 2017

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

2012 2013 2014 2015 2016 2017

小売売上

オンライン

(%)



 

 

52 

図表 36：スイスの 2017 年小売売上高に占めるオンライン比率 

  

 
（出所）ONLINE-UND VERSANDHANDELSMARKT SCHWEIZ 2017, VSV GfK をもとに作成  

 

(3) リテール決済に関する法規制の状況 

 スイス連邦議会は 2017 年 7 月に銀行規則（Ordinance on Banks and Savings Banks, 

Banking Ordinance, BO）を改正し 8 月より施行した。改正された銀行規則では、フィ

ンテック企業の市場参入への障壁を低くしスイス金融センターの競争力を高めること

を狙いとして、フィンテック企業は通常の銀行規制の外に置かれることとなる（サン

ドボックス）。これにより銀行免許なしで 1 億スイスフラン以下の預金を 20 以上の預

金者より受け入れることができるようになり、決済口座への期間制限は 60 日へと延長

された（現行では 7 日間）92。 

 FINMA は 2016 年 3 月にビデオやオンライン認証を使った顧客照合に関する規制を

緩和し、デジタルチャンネルを通しての認証が可能となった。その後もテクノジーの

進歩に伴い対応している93。 

 また、FINMA は 2018 年 4 月には日本の金融庁と「フィンテック推進協力に係る書

簡」94を交換した。金融サービスにおいてイノベーションがグローバルに進展している

ことを踏まえ、フィンテックにおける協力関係を一層向上させることを意図している。 

 FINMAは 2017年 5月にブロックチェーンについてのラウンドテーブルを開催した。

国を挙げてフィンテック企業を誘致しているスイスでは、仮想通貨の隆盛とともに

ICOs の件数が急激に増加しいるなか、2018 年 2 月には「イニシャル・コイン・オフ

ァリング（ICOs）」に関するガイドライン95を策定した。ケース・バイ・ケースでの

対応が基本となるものの、ICOs のトークンの機能により分類し、反資金洗浄法と証券

取引法との関連を示した。世界では IOCs を禁止している国がある一方で、FINMA が

先行してガイドライン策定に踏み切ったことは、ブロックチェーン技術に対して金融

                                                   
92 The Federal Council ñ Federal Council puts new fintech rules into forceò(2017 年 7 月 5 日) 
https://www.admin.ch/gov/en/start/documentation/media-releases.msg-id-67436.html 
93 FINMA ñ FINMA revises circular on video and online identificationò(2016 年 2 月 13 日) 

https://www.finma.ch/en/news/2018/02/20180213-mm-rs-video-und-online-identifizierung/ 
94 金融庁 ñ スイス連邦金融市場監督機構(FINMA)とのフィンテック推進協力に係る書簡交換についてò(2018 年 4 月 4 日) 

https://www.fsa.go.jp/inter/etc/20180404.html 
95 FINMA ñ FINMA publishes ICO guidelinesò(2018 年 2 月 16 日) 
https://www.finma.ch/en/news/2018/02/20180216-mm-ico-wegleitung/ 

オンライン7.6％

小売売上 920億スイスフラン
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市場を超えたイノベーションの可能性を評価したものと言えよう。FINMA は連邦政府

のブロックチェーン/IOC ワーキンググループにも参画している。 

 2018年6月に金融サービス法（Financial Service Act、FinSA）と金融機関法（Financial 

Institutions Act、FinIA）が採択された。両法ともに金融仲介機能の統一的な競争環境

整備と顧客保護改善を目的としている。FinSA には金融サービス提供者が顧客に対し

遵守しなければならない行動規範と金融商品に関する理解しやすい目論見書作成義務

の条項が含まれている。FinIA では金融監督当局による金融サービス提供者ごとの監

督体制を定めた。 

 

3. 今後のポストフィナンスの動向 

(1) 低金利・マイナス金利環境の影響 

スイスはマイナス金利が続いており、ポストフィナンス（PostFinance Ltd.）も 2016

年 8 月から一部の預金商品の金利をゼロとした。更に 2017 年 1 月には、貯蓄口座の金

利を最大で 0.25％下げるとともに、利子を付ける預金残高の上限値を 25 万スイスフ

ラン又は 20 万ユーロとし、超過分については金利ゼロとした（従来は 50 万スイスフ

ラン又は 35 万ユーロ）。この措置は個人向け、法人向けにかかわらずあらゆる口座に

適用される。加えて、100 万スイスフランを超える大口預金者に対して年 1％の手数料

を徴収することとした（マイナス金利の転嫁）96。ポストフィナンスは他のリテール金

融機関と同様に資金利益を主な収益源としているが、自社で融資業務を行えない環境

下では利鞘を確保することが難しく、また低金利を嫌った顧客が預金を引き上げる懸

念もある。 

ポストフィナンスは預金者へのマイナス金利の転嫁に加え、小切手取立（cheque 

collection）の手数料を引き上げる等、手数料収入を軸としたビジネスモデルへのシフ

トを進めている97。 

 

(2) デジタル化による収益源多様化の試み 

ポストフィナンス CEO の Hansruedi Köng 氏は、「ポストフィナンスが現行のマク

ロ環境で長期的に収益性を保つため、全体の収益構造を多様化し、資金利益以外の収

益を創出可能な新事業へ参入することが不可欠である」と述べ、そこには特にデジタ

ル分野が重要な役割を果たすとしている98。ポストフィナンスは 2014 年、株式等のオ

ンライン取引分野でスイス最大手である Swissquoteと株式等のオンライン取引におけ

る長期的な戦略的パートナーシップを締結した。このパートナーシップの合意に伴い、

ポストフィナンスは同社の株式 5％を取得した。Swissquote は 2015 年 10 月からポス

トフィナンス用の取引プラットフォームの運営を開始し、ポストフィナンスの

e-trading 口座 6 万が同プラットフォームに移管された。 

決済・支払分野では 100％子会社の TWINT AG を通じ、2015 年 11 月にモバイル決

                                                   
96 ポストフィナンス ñ Financial services: PostFinance makes changes to interest rates and feesò(2016 年 11 月 11 日) 

https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/financial-services-postfinance-makes-changes-t

o-interest-rates-and-fees.html 
97 ポストフィナンス ñ Financial services: PostFinance makes changes to interest rates and feesò(2016 年 11 月 11 日) 

https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/financial-services-postfinance-makes-changes-t

o-interest-rates-and-fees.html  
98 ポストフィナンス ñAnnual Report 2015ò 
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済用アプリケーション 「TWINT」をリリースした。このアプリケーションでは国内

約 12,000 ヵ所の店舗等に設置されたデバイスを通じてスマートフォンからモバイル

口座にアクセスし、キャッシュレスな支払を行うことができる。また、利用者間でも

P2P99の形で送金ができるほか、アプリケーションを通じて店舗のセール情報等を受け

取ったり、店によってはアプリケーション上で注文を出したりすることができる。ベ

ルン州立銀行や Valiant Bank の国内大手行も同アプリケーションを利用しており、ス

イスのモバイル決済手段としてスタンダードになりつつある100。2017 年末には

「TWINT」アプリケーション利用者が 60 万人、提携行も 60 行を超えた。1,000 のオ

ンラインショップで使用することができ、50,000 のデバイスが店舗等に設置されてい

る101。 

また、ベンチャー金融分野への参入の足掛かりとして、2016 年 6 月 20 日、ドイツ

の金融情報ポータルウェブサイトを運営するマネーミーツ（moneymeets）社の持分を

取得すると発表した102。更に翌月に P2P によるクラウドレンディング103のプラットフ

ォームを提供する独レンディコ（Lendico）と合弁企業のレンディコ・スイス（Lendico 

Schweiz AG）を設立する予定であると発表した。2016 年度第 4 四半期より、スイスに

おける中小事業者向けのクラウドレンディングサービスを提供する予定である104。 

フィンテック（FinTech）の分野にも参入を表明しており、2016 年 7 月にスイスに

本社を置く IT コンサルティング会社 AXON IVY と共同で立ち上げたソフトウェア開

発、IT サービス企業 Finform が営業を開始した。同社は IT 技術を通じた本人認証や

法令順守（identification processes and compliance）の効率化に資するサービスを提供

する予定で、この分野ではスイス初のフィンテック企業とされ105、スイスのフィンテ

ック企業 Tilbago に出資を行った。同社は、現在多くが手作業で行われている銀行の

債権回収手続を自動化するソフトウェアを開発しており、ポストフィナンスの売掛金

回収ツール「PostFinance Smart Business」と連動させる試みも行う予定である106。 

その他の試みとして、ポストフィナンスはプリペイドカード会社の Swiss Bankers 

Prepaid Services Ltd (SBPS)の株式を 9％取得し、旅行者向けのプリペイドカード発行

業務に参入する107ほか、デジタルチャネルに関する顧客への助言を行ったり、デジタ

ルサービスへのアクセスを容易にしたりといったコンセプトで、国内支店のリニュー

アルを予定している108。 

                                                   
99 Peer to Peer の略で、複数の端末間で情報通信を行う仕組みのこと。 
100 ポストフィナンス ñAnnual Report 2015ò 
101 ポストフィナンス ñAnnual Report 2017ò 
102 ポストフィナンス ñPostFinance acquires a share in moneymeetsò(2016 年 6 月 20 日) 

https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/postfinance-acquires-a-share-in-moneymeets.ht
ml 
103 クラウドレンディングとは、インターネット上で投資家と資金需要者をつなげて資金の融通を行う仕組みで、ソーシャル
レンディングとも呼ばれる。 
104 ポストフィナンス ñLendico and PostFinance launch joint ventureò (2016 年 7 月 11 日) 

https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/lendico-and-postfinance-launch-joint-venture.h

tml  
105 ポストフィナンス ñFinform brings the deluge of forms under controlò(2016 年 6 月 30 日) 

https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/finform-brings-the-deluge-of-forms-under-cont

rol.html 
106 ポストフィナンス ñ PostFinance acquires participation in Swiss fintech Tilbagoò(2016 年 10 月 24 日) 

https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/postfinance-acquires-participation-in-swiss-fint

ech-tilbago.html 
107 ポストフィナンス ñPostFinance acquires equity interest in SBPS Ltdò(2016 年 5 月 23 日) 

https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/postfinance-acquires-equity-interest-in-sbps-ltd

.html  
108 ポストフィナンス ñA fresh look for PostFinance branchesò(2016 年 7 月 19 日) 
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同行は、伝統的な資金利益中心の業務では今後ますます厳しい状況になるとみてい

る。また、マイナス金利の不安定な局面も当面継続することを見込んでいる。他方、

同行は貸付業務を行なうことが認められていないが、今後も民間銀行の反対が根強く、

認められる可能性は高くないとみている。 

他方、社会のデジタル化の進展に伴い、同行は 2017 年夏に経営層を入れ替え、リテ

ール部門と法人部門の新組織を設立するなど対応策を採った。また、2018 年 4 月末に

新基幹システムの導入を予定しており、2020 年末までにデジタル化のリーティングバ

ンクとなることを目標としている109。 

            

(3) ワーキングキャピタルマネジメントによるソリューション提供 

ポストファイナンスでは顧客のそれぞれのニーズに合ったワーキングキャピタルマ

ネジメントによるソリューション提供にも注力している。売掛金や買掛金管理による

流動性の最適化を目指すサプライチェーンファイナンスサービスと、ポストロジステ

ィクスとともに在庫を適切にコントロールし配送するウェアハウスマネジメントによ

るソリューションビジネスを展開している。 

 

(4) ISO20022 基準への移行 

決済業務のマーケットリーダーとして 2018 年初にポストファイナンスは

ISO20022 基準に完全に適合するスイスで最初の金融機関となった。2019 年より

QR コードが入った支払伝票の使用が可能となる。 

 

(5) スイス国立銀行による「システム上重要な銀行」への指定 

2015 年 9 月 1 日、ポストフィナンスはスイス国立銀行（Swiss National Bank, SNB）

により、システム上重要な銀行（systemically important banks, SIBs）に指定された110。

システム上重要な銀行とは、その破綻がスイス経済や金融システムに重大な影響を及

ぼしうる金融機関111のことで、他にはクレディ・スイス、UBS AG、ライファイゼンバ

ンク・グループ、州立銀行最大手のチューリヒ州立銀行（Zürcher Kantonalbank）と、

総資産 1,000 億スイスフラン以上（2015 年 12 月末）の規模の銀行が指定を受けてい

る。今後、ポストフィナンスには経営リスクの観点から、自己資本、流動性、リスク

集中度、偶発事象への備え等について通常の銀行よりも厳格な規制が課せられる。な

お、投資銀行業務や富裕層向けビジネスを主業務とするクレディ・スイスや UBS AG

と、リテール金融を主業務とするポストフィナンスとは収益構造やビジネスモデルが

大きく異なるが、いずれの銀行の破綻もスイス経済に甚大な影響を及ぼすことが懸念

されることから、SIBs として課される規制は同様である112。 

なお、ポストフィナンスのリスク調整後自己資本比率（risk-adjusted capital ratio）

は 17.1％で、前年と同様であった。バーゼルⅢの要求する 8％の自己資本比率（最低所

要水準）を大きく上回っている（2017 年 12 月末）。 

                                                                                                                                                                              
https://www.postfinance.ch/en/about-us/media/newsroom/press-releases/a-fresh-look-for-postfinance-branches.html  
109 ポストフィナンス Annual Report 2017 
110 スイス国立銀行 ñDecree issued by the Swiss National Bank concerning systemic importance of PostFinance Ltdò（2015
年 9 月 1 日） 

http://www.snb.ch/en/mmr/reference/pre_20150901/source/pre_20150901.en.pdf 
111 連邦銀行法第 7 条 1. 
112 2016 年 11 月のポストフィナンスへのヒアリングに基づく。 
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